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システムエンジニアの問題解決を支援する

Q&A方式に基づく情報提供の枠組みと

その効果に関する研究1

池田　文人

論文梗概

システムエンジニアがソフトウェア開発において生じる様々な問題を解決する

ために必要とする情報は膨大であり，その複雑性や多様性は増大する一方であ

る．これらの情報は実際の問題状況に即してドキュメント化されているわけで

はなく，実際の問題状況に即した情報は個々のシステムエンジニアのノウハウや

経験として蓄積されている．このためシステムエンジニアは他のシステムエン

ジニアに対面で質問することにより必要な情報を獲得しているのが現状である．

その結果，質問される側のみならず質問する側の作業効率も低下し，組織全体

のコミュニケーション効率も低下する．他者への質問そのものは，問題状況に

即した情報を迅速に獲得できるとともに，他者からの回答および自分で記述し

た質問により問題状況が再認識されるため，問題解決の質と効率を向上させる

ために有効である．本研究では Q&A方式によりシステムエンジニアの問題解決

を支援するとともに Q&Aの組織知としての蓄積を可能とするコンピュータを用

いた枠組みを構築 ¢実装し，その評価をおこなった．その結果，(1) 問題状況に

即した情報の迅速な獲得，(2) 回答による問題状況の再認識，(3) 質問による問

題状況の再認識，(4)Q&Aの再利用性の向上，という四つの効果を確認すること

ができた．1 章では本論文の主要題目について説明し，2 章ではシステムエンジ

ニアに要求される情報に着目してソフトウェア開発支援を行う研究の課題と対

面での他者への質問により必要な情報を獲得しているという現状の三つの弊害

について論じる．3章では他者への質問による問題解決における三つの効果を示

し，これらを高めつつ現状の三つの弊害を解消するための枠組みと再利用性向

上を加えた四つの効果について 4 章で論じる．5 章では実際の事例に基づく効果

の検証ついて論じ，この検証結果に基づいた本枠組みを改善するための枠組み

「コミュニティ知識ベース環境」を 6 章で提案する．今後のソフトウェア開発と

いう観点からの考察を 7 章で論じ，最後に 8 章で総括する．
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Assessing Q&A-Based Suppot Systems
for System Engineers2

Fumihito Ikeda

Abstruct

In software development, system engineers need a vast amount of information with
increasing complexity and variety to solve their problems. Information available for
them is currently not stored in such a way as to meet the demands of solving real-world
problems, and may only be accessible through other system engineers. As a result,
system engineers often resort to asking questions to other system engineers face-to-
face, causing a decline in work e±ciency by disturbing both those who answer and
those who have to wait for answers. The question-and-answer (Q&A) paradigm itself
is a commonly-used helpful way to obtain information necessary to solve a problem.
The questioner can promptly acquire problem-related information by formulating a
question. The research explored in this thesis focuses on a Q&A-based framework for
supporting system engineers by providing information in a Q&A form useful for their
problem solving and by storing such Q&As as a part of organizational knowledge. This
thesis describes four e®ects of the approach on helping system engineers: (1) timely
acquistion of helpful information, (2) awareness of a new perspective of a problem im-
plied by an answer provided by their peers, (3) reformulation of a problem situation by
expressing it as a communicable question, and (4) accumulation of reusable Q&As.This
thesis starts with Chapter 1, which explains the main theme of my dissertation re-
search. Chapter 2 describes related works in terms of inforamtion system engineers
need in their software development practice, and discusses three issues in the existing
support. Chapter 3 explains three e®ects of using Q&A as a paradigm to solve their
inforamtion needs. Chapter 4 of this thesis describes my Q&A-based framework that
ampli¯es the three e®ects and at the same time enabling the accumulation of ograniza-
tional knowledge by storing Q&A's. The framework has been applied as case study,
which is presented in Chapter 5. Chapter 6 describes a community knowledge-based
environment as an extension of this framework. Chapter 7 envisions future software
development styles based on the approach. Chapter 8 concludes the thesis.

Keywords
software development, problem solving, Q&A, network community, knowledge manage-
ment

2Doctor's thesis, Department of information processing, Graduate School of In-
formation Science, Nara Institute of Science and Technology, NAIST-IS-DT-9861001,
July 21, 2000
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第1章 序論

　本章では，本研究の背景と目的，および本論文の構成について説明する．システムエ
ンジニアに要求される知識や情報は膨大であり，ますます増加する傾向にある．個々の
システムエンジニアに要求される知識や情報が増加すれば，作業効率は低下することか
ら [2]，ソフトウェア開発に必要となる知識や情報に着目してソフトウェア開発の質や
効率を向上させる様々な研究が行われている．しかし，いずれの研究も課題を抱えてお
り，現状では他のシステムエンジニアに対面で質問することにより問題解決に必要な知
識や情報を獲得している．他者への質問には問題状況に即した知識や情報を迅速に獲得
できるという利点がある反面，開発プロジェクト全体の作業効率や質を低下させるとい
う欠点がある．そこで，本研究では，システムエンジニアがソフトウェア開発において
生じる問題を解決するために必要となる知識や情報を，回答作業の専門化と電子メール
の利用による質問と回答（Q&A）に基づいて効率的に提供するアプローチを提案し，ソ
フトウェア開発の質と効率を高めることを目的とする．本論文ではこうした研究の背景
や目的について論じるとともに，本アプローチにおける効果とその検証結果，そして検
証結果に基づく本アプローチの改善策について論じる．

1.1 本研究の背景
システムエンジニアがソフトウェア開発において生じる様々な問題を解決するために

必要となる知識や情報は膨大である．ソフトウェア開発は要求分析 ! 設計 ! コーディ
ング ! 試験 ! 運用保守といった一連のプロセスを経て行われ [20]，これらのプロセス
はライフサイクルとして互いに密接に関係し合っている [9]．これらのプロセスを経て
ソフトウェア構成に加えられる変更や修正を管理し [13]，プロジェクト自体の管理や品
質管理もそれぞれのプロセスにおいて実行される [14, 33]．こうした様々な作業（問題
解決）はそれを支援するツールを用いて実行される [20]．したがって，個々のシステム
エンジニアがそれぞれの問題解決を行うためには，一連のソフトウェア開発プロセスに
関する知識や情報が要求されるとともに，ソフトウェア構成や品質，プロジェクトなど
の管理，ソフトウェア開発で利用される様々なツール，そして開発プロセスや各プロセ
スで生成される仕様書や設計書などの生産物に関する知識や情報も要求される [5]．

システムエンジニアに要求されるこうした知識や情報はますます増加する傾向にあ
る．一つの原因は，コンピュータシステムに対する顧客の要求の複雑化や情報通信技術
の急速な進展によりソフトウェア開発の規模が増大してきていることである [81, 86]（表
1.1 を参照 [86]）．個々のシステムエンジニアは複雑化する顧客の要求を理解し技術的
な変化に対応する必要がある．また，開発規模の増大に伴い開発プロジェクト全体で必
要となる知識や情報，および生成される仕様書や設計書などの生産物に関する知識や情
報も増加するため，これらも把握する必要がある．

これらの膨大な知識や情報を一人のシステムエンジニアがすべて把握することは不可
能であり [61]，自分の頭の中以外の外界に存在する知識や情報を自分の置かれている問

1



図 1.1: システム規模の推移 (文献 [86]より)

題状況に応じて獲得する必要がある．これらの膨大な知識や情報は様々なマニュアル，
開発手順書，設計書，仕様書といったドキュメントとして記録され，膨大なマニュアル
や何百冊ものキングファイルに綴じられたドキュメント，および膨大なデータベースの
中から個々のシステムエンジニアは随時参照することが可能である．しかし，これらの
ドキュメントはそれが参照される際の実際に個々のシステムエンジニアが置かれている
問題状況に即して体系化されているわけではなく，その問題状況とは無関係な知識や情
報を多量に含んでいる．このため問題解決に必要な知識や情報を，そうした外界に存在
するリソースから迅速に獲得することは困難である [26]．したがって，ソフトウェア開
発に必要となる知識や情報が増大すれば，必要な知識や情報を獲得するためのシステム
エンジニアのオーバーヘッドは増大し，作業の質も効率も低下する [2]．

このような背景から，ソフトウェア開発に必要な知識や情報に着目してソフトウェア
開発の質と効率を向上させることを目的とした様々な取り組みが行われている．それら
をまとめると以下の四つのアプローチになる．

(a) ソフトウェア開発に必要な知識や情報の削減

(b) ソフトウェア開発におけるコミュニケーションの支援

(c) ソフトウェア開発における設計理由の記録

(d) ソフトウェア開発におけるノウハウの蓄積と再利用

(a) のアプローチでは，従来のソフトウェア開発とは異なる新たな知識や情報が必要
となるため，個々の問題状況に応じた知識や情報が必要となることに変わりはない．こ
うした個々の問題状況に応じた知識や情報は，個々のシステムエンジニアの頭の中にノ
ウハウや経験として分散して存在する場合が多いため，(b) のアプローチのように他者
とのコミュニケーションを支援することが重要となる．しかし，(b)のアプローチではコ
ミュニケーションで発生した知識や情報をいかに再利用するかという観点からの考慮が
不足しているとともに，コミュニケーション支援ツールを導入すること自体にも課題を
抱えている [30, 40]．ソフトウェア開発におけるコミュニケーションの内容を記録し再
利用することによりソフトウェア開発の質や効率を向上させるというアプローチが (c)
である．しかし (c) のアプローチでは設計理由の再利用性を高めるとその記録の負荷が
高くなり，逆に記録性を高めると再利用性が低下するという問題を抱えている．これら
いずれのアプローチにおいても，個々の問題状況に応じてシステムエンジニアが必要な
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知識や情報を迅速に獲得できることと，そこで生じた知識や情報を効率的に再利用する
こととが統合的に支援されている必要がある．そうしたアプローチが (d) である．しか
し，(d) のアプローチでは経験やノウハウを実際に収集するための方法や，効率的な蓄
積形態，再利用の方法などが具体化されていない．本研究におけるアプローチはシステ
ムエンジニアの個々の問題状況に応じた情報提供とその再利用とを統合的に支援するた
めの具体的な枠組みを提案するものである．

現状のソフトウェア開発では，実際の問題解決に即した知識や情報は個々のシステム
エンジニアのノウハウや経験として部分的かつ分散して蓄積されている場合が多いため，
自分の置かれている問題状況に応じて必要な知識や情報を持っていそうな他のシステム
エンジニアに対面で質問することにより問題解決に必要な知識や情報を獲得している場
合が多い [36]．しかし，他者に対面で質問することには以下の三つの弊害がある [18]．

第一の弊害: 質問された人は質問した人とは異なる問題状況に置かれているため，他者
から質問を受けることにより作業の中断を強制され作業効率は低下する．

第二の弊害: 質問する人も必要な知識や情報を持っていそうな人を見つけ出し，直接コ
ミュニケーションを行う機会を獲得するための交渉や調整を行うといった，実際
の問題解決とは無関係な作業を行う必要が生じるため，作業効率は低下する．

第三の弊害: こうした質問と回答の対（Q&A）は実際の問題解決事例として有益なノウ
ハウであるが，他のシステムエンジニアに直接質問を行った場合にはこうしたノ
ウハウは個人の頭の中に蓄積されるだけで他のシステムエンジニアが再利用でき
るように明示化され蓄積 ¢共有されることがない．このため同じような Q&Aが別
のシステムエンジニアらにより繰り返されることとなり，ソフトウェア開発を行
う組織全体の作業効率が低下する．

このような弊害がある一方で，他者へ対面で質問することには，問題解決の質と効率
を高める上で以下の三つの効果がある．

第一の効果: 問題状況の共有が迅速に行えることにより，問題状況に即した知識や情報
を迅速に獲得することができる．

第二の効果: 回答として問題状況に関連した意識していなかった知識や情報が獲得でき
ることにより問題状況をより明確化することができる．

第三の効果: 問題状況を質問として明示化することにより問題状況を再認識でき，問題
状況をより明確化することができる．

本研究のアプローチは他者への質問によるこれらの効果に着目し，前述した弊害を解
消することにより，Q&A 方式に基づいてシステムエンジニアの問題解決に必要となる
知識や情報を迅速に提供する．

1.2 本研究の目的
本論文の主要題目をまとめると表 1.1 のようになる．本論文は他者への質問による三

つの弊害を解消し，かつ他者への質問による問題解決における三つの効果を高めること
により，システムエンジニアが必要とする知識や情報を効率的に提供することを目的と
する．そのために，回答作業の専門化と電子メールの利用による Q&A 方式に基づく情
報提供のアプローチを提案する．

電子メールを利用することにより，質問された側は自分の作業状況に合わせて回答を
行うことができ [1, 6]，質問する側は相手の場所や作業状況を考慮する必要がなく [1, 6]，
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質問と回答は電子メールとして記録されるため [87]，1.1 節で述べた他者への質問によ
る三つの弊害を緩和することができる．また，相手への回答や質問を記述する必要が生
じることから，記述したものを客観的に認識することが可能となり，問題状況に関する
より多くの知識や情報を相手に伝えることができる．これにより，1.1 節で述べた他者
への質問による三つの効果のうち第二と第三の効果が高められる．しかし，相手の作業
状況によっては十分な回答が得られなかったり，必要とする期間内に得られなかったり
するため，第一の効果は期待できない．このような欠点を補うために回答作業を専門化
し，開発プロジェクトから分離する．これにより質問したシステムエンジニアに対する
迅速な回答の提供を保証する．また，どこに質問したらよいかが明確になるため質問を
行うためのオーバーヘッドが削減されるとともに，形成された質問と回答（Q&A）の管
理を一括して行うことが可能となるため，システムエンジニアが再利用のために Q&A
を管理する負荷が削減される．

以上のことから，本アプローチにより期待できる効果は他者への質問による第三の弊
害，すなわち他者との質問と回答の再利用性における課題を解消した結果として，他者
への質問による三つの効果に，

第四の効果: 問題解決事例としての Q&A の再利用性向上

という効果を加えた四つである．
これら四つの効果を検証するために，株式会社エヌ ¢ティ ¢ティ ¢データで開発 ¢運用

している本アプローチに基づく情報提供の枠組みである「技術支援システム」において，
質問を行った延べ約 13,000 人のシステムエンジニア，および蓄積されている約 13,000
件のQ&A を対象に表 1.1に示すような分析調査を行った．本論文では，これらの検証の
結果，本アプローチにより四つの効果が得られることが実際に確認されたことについて
論じるとともに，これらの検証結果に基づいて本アプローチを改善するために開発した
プロトタイプシステム「コミュニティ知識ベース環境」の概要と有用性について論じる．

1.3 本論文の構成
2 章では，まず，ソフトウェア開発に必要となる知識や情報に着目することによりソ

フトウェア開発の質や効率を向上させることを目的とした四つのアプローチに基づく研
究に関して説明し，それらの課題について論じる．次に，システムエンジニアは他のシ
ステムエンジニアに対面で質問を行うことにより問題解決に必要な知識や情報を獲得し
ている現状における三つの弊害について論じる．

3 章では，まず膨大なドキュメントを検索するのではなく，他者に直接質問すること
により必要な知識や情報を獲得してしまう原因について認知科学的な観点から論じる．
次に他者に質問を行うことの問題解決における三つの効果について，問題状況に関する
知識や情報の迅速な獲得と問題状況の明確化という観点から論じる．問題状況に関する
知識や情報を迅速に獲得できるだけでは問題解決の質や迅速性が向上できるわけではな
いことから，他者への質問により問題状況に関して得られた知識や情報の問題解決の質
的な向上における効果について，他者からの回答と自分で問題状況を質問として明示化
することの二つの観点から論じる．

4 章では，他者に質問を行うことの三つの効果を高めつつ，2 章で論じる三つの弊害
を解消するために，回答作業の専門化と電子メールの利用による Q&A方式に基づくシス
テムエンジニアへの情報提供というアプローチを提案し，他者への質問による三つの効
果に再利用性の向上という効果を加えた四つの効果が本アプローチにより期待できるこ
とについて論じる．
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表 1.1: 本論文の主要題目

研究の目的 問題解決の質と効率の向上には問題状況の迅速かつ適切な明確化が重要であるため，
そのために必要な情報を効率的にシステムエンジニアに提供すること

ソフトウェア
開発の特徴

問題解決に必要な情報を迅速に獲得するために他のシステムエンジニアに対面で質問
を行う場合が多いこと

現状の課題
（他者への質
問による 弊
害）

質問する側とされ
る側との問題状況
の相違による質問
される側の作業効
率の低下

対面で質問するた
めのオーバーヘッ
ドが大きいことに
よる質問する側の
作業効率の低下

やり取りされた質
問と回答が記録
され再利用される
ことは困難である
ことによる開発組
織全体のコミュニ

ケーション効率の
低下

現状の利点

（他者への質
問による 効
果）

問題状況に迅速な

共有が可能である
ことによる必要な
情報の迅速な獲得

が可能

回答に含まれる他

者の異なる観点か
らの情報を獲得す
ることによる問題

状況の再認識が可
能となり問題状況

をより明確化する
ことが可能

質問として問題状

況を記述すること
による問題状況の
再認識が可能とな

り問題状況をより
明確化することが

可能

アプローチ 回答作業の専門化と電子メールの利用による Q&A 方式に基づくシステムエンジニ

アへの情報提供

期待される効
果

問題状況に即した
情報の迅速な獲得

（問題解決の迅速
化）

回答に含まれる他
者の異なる観点か

らの情報を獲得す
ることによる問題

状況の再認識（問
題状況の明確化）

質問として問題状
況を記述すること

による問題状況の
再認識（問題状況

の明確化）

実際の問題解決事
例としてやり取り

された質問と回答
が記録 ¢管理される

ことによる再利用
性向上（問題解決
の効率化）

効果の検証 質問したシステム
エンジニアが指定
した回答期日と実
際の回答日時との
差に関する調査

質問したシステム
エンジニアの獲得
した回答に対する
認識に関する調査

回答に対する認識
と質問の記述構造
との関係に関する
調査

検索結果として得
られた Q&A に対
する認識に関する
調査，および質問
構造を反映した検
索手法に関する評
価

改善策 問題状況の明確化のための能力と知識の習得を支援する「コミュニティ知識ベース環
境」
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5 章では，まず，本アプローチに基づいて株式会社エヌ ¢ティ ¢ティ ¢データで開発運
用している「技術支援システム」の枠組みについて論じる．この技術支援システムを対
象に 4 章で論じる四つの効果を検証するための調査の枠組みについて論じ，個々の調査
における仮説 ¢方法 ¢結果についてそれぞれ論じる．

6 章では，知識管理においては知識の形成と再利用を統合的に支援する必要があると
いう観点から，技術支援システムに蓄積されている Q&Aに対して行った調査について論
じる．この調査結果，および 5 章で論じる調査結果に基づいて，質問形成および検索に
おいて質問の記述構造を意識させることを支援するために開発したプロトタイプシステ
ム「コミュニティ知識ベース環境」の仕組みについて論じる．

7 章では，6章で論じたコミュニティ知識ベース環境が，今後のソフトウェア開発を行
う組織において求められる「学習する組織」の実現に有効であることについて，コミュ
ニティ知識ベース環境における学習過程とアイデンティティの確立過程という二つの観
点から論じる．

8 章では，本論文をまとめるとともに，本研究により得られた知見が実際にどのよう
に活用されているかについて論じる．また，ソフトウェア開発における知識管理の方法
としては，現在主流であるトップダウン型の知識収集方法よりも本アプローチのような
ボトムアップ型の知識収集方法の方が優れていることについて論じる．最後に，本研究
の社会的な意義について，人に優しいコンピュータ社会の実現に対する貢献，および人
の創造的活動に対するコンピュータシステムによる支援の可能性という観点から論じる．

6



第2章 ソフトウェア開発に必要

な情報に着目した研究の

課題と現状

　本章では，ソフトウェア開発に必要となる知識や情報に着目してソフトウェア開発の
質や効率を向上させることを目的とした四つのアプローチに基づく研究の課題について
論じるとともに，システムエンジニアが問題解決に必要な知識や情報を迅速に獲得する
ために他のシステムエンジニアに対面で質問を行う場合が多いという現状とその三つの
弊害について論じる．

ソフトウェア開発に必要な知識や情報が増大すれば開発の質や効率も低下する [2]．
そこで，ソフトウェア開発に必要な知識や情報を削減するアプローチとして，COTS
（Commerce O® The Shelf） [37, 47]とデザインパターン [28, 60]を取り上げる．COTS
では膨大な COTS に関する知識や情報，および COTS のベンダーに関する知識や情報
などが新たに必要となってきているという問題について論じる．デザインパターンに関
しては，実際の問題状況に応じてデザインパターンを適用するためのノウハウが新たに
要求されるという問題について論じる．

そうした実際の問題を解決するノウハウは個々のシステムエンジニアの頭の中に部分
的に分散して存在する場合が多いことから，ソフトウェア開発における他者とのコミュ
ニケーションを支援することはソフトウェア開発の質や効率を向上させる上で重要であ
る．このようなアプローチとして，ソフトウェア開発におけるグループウェア [11, 42]を
取り上げ，コミュニケーションの結果として生成された知識や情報の再利用を考慮して
いないこと，およびグループウェアの導入自体に課題を抱えていることについて論じる．

ソフトウェア開発において生成された知識や情報の再利用性を高めるという観点から
設計理由の記録 [59, 39] を取り上げる．仕様書や設計書などの生産物が生成されるまで
に行われた議論やコミュニケーションの内容を記録することにより，生産物を他者が利
用する際の理解を助けるというアプローチである．このようなアプローチによるソフト
ウェア開発の質や効率を高める効果について論じるとともに，設計理由の記録と再利用
における問題，およびソフトウェア開発に必要な知識や情報を増加させてしまっている
という問題について論じる．

以上のことから，実際の問題解決に必要となる知識や情報を迅速にシステムエンジニ
アに提供するとともに，そうした問題解決のノウハウや経験を蓄積し再利用することを
統合的に支援することがソフトウェア開発の効率や質を高める上で重要である [7]．こ
のようなアプローチとして“Experience Factory [7, 8]”がある．Experience Factory で
はノウハウを収集し蓄積する組織を開発プロジェクトから独立させており，本アプロー
チに類似する．しかし，Experience Factory ではノウハウや経験を効率的に収集，蓄積
し，再利用する方法などが具体化されていないという課題を抱えていることについて論
じる．
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このようにソフトウェア開発に必要となる知識や情報に着目して様々なアプローチに
よる取り組みがなされているが，いずれのアプローチも課題を抱えており，個々のシス
テムエンジニアは実際の問題状況に応じて他のシステムエンジニアに対面で質問するこ
とによりを必要な知識や情報を獲得している場合が多いというのが現状である [36, 18]．
これは問題状況に応じて必要な知識や情報をその場で獲得できるためである．しかし，
対面で他のシステムエンジニアに質問を行うことにより，(1) 相手の作業効率を低下さ
せるだけでなく，(2) 質問する人の作業効率も低下し，(3) さらに質問と回答が記録され
ずらいために再利用が困難である，という三つの弊害を生じさせることについて論じる．

2.1 ソフトウェア開発に必要な知識や情報の削減
ソフトウェア開発に必要となる知識や情報の増加を抑制するために，COTS（Commercial

O® The Shelf）と呼ばれる市販のアプリケーションソフトウェアやコンポーネントをよ
り大きなシステムの要素として組み込むという開発形態が主流になってきている [37]．
COTS を利用することにより効率的なソフトウェア開発が実現されるだけでなく，実際
の利用を通して信頼性を証明された市販製品を部品として利用するため信頼性の高いソ
フトウェアを開発することができる [47]．

COTS に基づく一般的な開発プロセスは表 2.1 [78]のようになる．COTSを利用した
場合の利点は，第三フェーズの統合と試験において COTS はブラックボックスとして
扱われるということである．COTS を用いた部分の内部設計やモジュールのコーディン
グ，単体試験などの工数は削減され，これらの作業に必要な知識や情報も削減される．

表 2.1: COTSに基づく開発プロセス (文献 [78] より)

Phase Major Activi-
ties

Products Management
Check-points

Requirements
analysis and
COTS identi¯ca-
tion

Requirements
analysis, COTS
survey, prelimi-
nary evaluation

Requirements,
High-level ar-
chitecture,
Candidate COTS

Systeme require-
ments review

Architecture de¯-
nition and COTS
selection

COTS evaluation,
requirements
modi¯cation
to use existing
COTS, prototyp-
ing

Modi¯ed require-
ments, System ar-
chitecture, Final
COTS

Systeme design re-
view

System integra-
tion and test

Use-case im-
plementation,
independent test

Delivered system Use demonstra-
tions, Operational
readiness review

Technology up-
date and system
management

Evaluation of new
products and tech-
nology

Enhanced system Use demonstra-
tions

しかし，第一フェーズの要求分析においては膨大な COTS に関するそれぞれの機能
や性能評価，他のCOTSとの統合性などに関する知識や情報が求められる．第二フェー
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ズのアーキテクチャー設計においても膨大な COTS に関する評価情報が求められる．第
四フェーズの運用保守では COTS 部分で問題が生じた場合にそのベンダーとの契約に
基づく交渉などに関する知識や情報が要求される．

このように，COTS に基づくソフトウェア開発は従来のソフトウェア開発に比べる
とコーディングやデバッグ，結合試験やコードインスペクションといった作業が削減さ
れ，そうした作業を遂行するために必要となる知識や情報が削減される．しかし，膨大
な市販ソフトウェア製品の機能などに関する知識や情報，製品間での品質や性能におけ
る違いなどに関する知識や情報，製品間の互換性に関する知識や情報など，膨大な知識
や情報が新たに要求される [47]．

こうした知識や情報は実際の問題状況に応じて異なる．しかし，COTS に関する知
識や情報は Web やマニュアル，ベンダーやサードパーティが提供する製品評価データ
などのドキュメントに記録されており，実際の問題状況に即して体系化されているわけ
ではなく，無関係な知識や情報を多量に含んでいる．したがって，COTS を用いる場合
でも個々の問題状況に応じて必要な知識や情報を効率的にシステムエンジニアに提供す
ることが求められる．

一方，問題状況とそれに対する設計パターンを記録し再利用することによりシステム
エンジニアの問題解決に必要となる知識や情報を削減する取り組みがデザインパターン
である．COTS がコーディングや試験のプロセスで必要となる知識や情報を削減するこ
とを目的としているのに対して，デザインパターンはより上流工程での知識や情報を削
減することを目的としている．

ソフトウェア開発におけるデザインパターンとは，主にオブジェクト指向に基づいて
開発されたソフトウェアシステムに典型的に現れる構造や機能を表現した抽象的なソフ
トウェア部品として再利用することである [28, 60]．COTS と同様に，このようなソフ
トウェア部品は繰り返し使われてきたものであるため信頼性が高く，問題状況が明確化
されればそれを解決するための方法を考え出す設計プロセスに必要な知識や情報が削減
される．

しかし，あるデザインパターンを現実の問題状況に適用すれば必ず新しい問題が発生
する．このため，新しい問題状況に対してデザインパターンを修正することを繰り返し
ていく必要がある [3]．そのためにはどのような問題状況においてどのようなパターン
を利用すればよいか，どのようにデザインパターンを修正すればよいのかという知識や
情報が必要となる [26]．したがって，COTS の場合と同様に，デザインパターンを用い
る場合でも個々の問題状況に応じて必要な知識や情報を効率的にシステムエンジニアに
提供することが求められる．

2.2 ソフトウェア開発におけるコミュニケーショ

ンの支援
個々の問題状況に応じて必要となる知識や情報は，個々のシステムエンジニアの頭の

中に部分的に分散して存在する場合が多く，ソフトウェア開発においてシステムエンジ
ニアが対面で他者へ質問を行ったり情報提供したりする時間は全作業時間の 50%以上
に及ぶという指摘もある [36]．したがって，ソフトウェア開発の質や効率を向上させる
ためには，他者とのコミュニケーションを支援することが重要である [84]．実際，今後
の CASE（Computer Aided Software Engineering）ツールに期待される機能としては，
Coordination，Navigation，Communication，Control，Adaptation であると言われて
おり [92]，最初の四つの機能は他者とのコミュニケーションに関わる機能である．

従来のソフトウェア開発におけるコミュニケーション支援は，レビュー方法論 [27]
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などに頼ってきた．しかし，他者とのコミュニケーションや情報共有におけるグループ
ウェア [22] の効果が論じられるようになると，ソフトウェア開発へのグループウェアの
導入が進められてきた．

Bellcore で開発された ICICLE [11] はソースコード検査を支援する同期型のグルー
プウェアであり，X Window システムで動作し，ソースコードを表示するウィンドウ，
コードに対するコメントを表示するウィンドウなど複数のウィンドウを利用したもので
ある．ICICLE には以下のような特徴がある．

² コード検査会議における司会者 ¢検査者 ¢記録係などの議論における役割を支援
する．

² ペーパーレスでの検査作業を支援する．すなわち，ソースリストのハードコピー
や紙への記録などは一切行わない．

² 検索者は自分のワークステーション上で作業を行うことができる．

² コードに対するコメントは検査会議に参加したメンバ間で共有される．

ICICLE の適用実験の結果，検索作業の効率化に有効であったと報告されている．また，
手作業によるコード検査と比較した場合，例えば記録係が決定権を持ち始めるなど，参
加者の役割に変化が生じることが報告されている．

ソフトウェア開発で生成された情報を共有することを中心に他者とのコミュニケー
ションを支援するグループウェアとして KyotoDBがある [42]．KyotoDBはデータベー
スを中心とした総合的な CASE 環境であり，作業者間の対話支援機能（協調活動支援
ツール）を含んでいるところに特徴がある．KyotoDB ではソフトウェア構成要素とそ
れらの相互関係をデータベースに蓄積しており，仕様変更などが生じた際に協調活動支
援ツールが関係する作業者間での話し合いを仲介する．変更が影響する部分の担当者リ
ストを自動的に作成し，話し合いの仲立ちをするという機能を持つ．実際の話し合いは
UNIX の phone 機能などを用いて行われる．

こうしたグループウェアでは実際に問題解決を行う場合のコミュニケーションは支援
されているが，そこでやり取りされた内容をいかに記録し再利用するかという観点が欠
けている．問題解決の事例や経験を蓄積し再利用することは，効率的で質の高いソフト
ウェア開発を行うために重要である [7] ことから，コミュニケーションの支援だけでな
く，そこでやり取りされた情報を記録し再利用することも含めて検討を行う必要がある．

また，グループウェアはグループを構成するメンバ全員がそれを利用しなければ導入
の効果が得られないことから [22]，その導入に際して以下のような課題を抱えている．

² グループウェアの導入により利益を得る人と仕事が増えるなどの不利益を被る人
との不一致がある場合，グループウェアの導入による効果は期待できない [30]．

² 電子メールのようにユーザの利益と不利益が対称的な場合でも，グループを構成
する特定の人 （々クリティカルマス）がグループウェアを受け入れない場合，グ
ループ全体として効果が得られない [40]．

さらに，グループウェアを導入した効果を評価するにあたっては，以下のような問題
があることが指摘されている [83]．

効果の測定における障害: 非同期型グループウェアはコミュニケーション効率を高める
ことを目的とする場合が多い．このようなコミュニケーション効率を計測するた
めには，現場での作業とは直接関係のないアンケート等の調査を行う必要があり，
効果の測定にあたって現場から協力を受けることが困難である．

実用評価における障害: グループウェアはコラボレーションという定量的計測が困難な
人間活動を支援するため，現場での運用評価により効果を説明するしか現在のと
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ころ評価の手立てがない．しかし，実験的なシステムを一定数以上のユーザに現
場で利用してもらうためには既存のシステムとの置き換え等が必要となり，それ
が許されない場合がほとんどである．

人間行動の予測における障害: Grudin の指摘を回避するためには，グループの各メン
バが通常どのような行動をとっているかを把握するとともに，グループウェアの
導入によりどのような行動をとるようになるかを予測する必要がある．しかし，
人間の行動のすべてを把握し予測することは不可能であるとともに，メンバのす
べてが利益を得るようにグループウェアを設計するのは不可能である．

グループウェアを導入する場合には上述した二つの課題を考慮する必要があるととも
に，導入した場合に期待される効果を明確にしておき，その効果を実際にどのように検
証するかを十分検討しておく必要がある．このため，実際のソフトウェア開発における
コミュニケーションはまだまだ対面で行われる場合が多い [36, 18]．

2.3 ソフトウェア開発における設計理由の記録
ソフトウェア開発における議論やコミュニケーションの内容を記録することにも課題

がある．ソフトウェア開発において形成される知識や情報は，各プロセスの生産物とし
て定義された仕様書や設計書，プログラムコード，試験項目表，運用設計書などがある．
しかし，このような生産物の記述を標準化したり，ある生産物の記述を支援したりする
ことよりも，これらの生産物を得るまでの過程がソフトウェア開発の効率を向上させる
上で重要であることが指摘されてきた [16]．このような考えに基づき，ソフトウェア開
発の各プロセスにおける生産物を得る過程で議論された設計理由をその生産物とともに
記録する支援が行われている [49, 59, 39]．ソフトウェア開発における仕様書等の生産
物は，そこには明示化されていない目的や要求，他の生産物やドキュメントなどに基づ
いて形成されるものであり，ある生産物が得られるまでの過程においては様々な技術的
¢非技術的な議論や検討が行われている．このような議論や検討を記録しておくことは，
以下のような効果がある [84, 77]．

² 仕様変更や設計変更などにおいて，それらが決定された経緯を把握することがで

きれば，変更可能な箇所や変更による影響部分などを容易に同定することが可能
となる．

² 過去のシステム事例や他者の構築したモジュールを再利用する場合など，カスタ
マイズを行うための資料となる．

² 仕様や設計が決定された理由を忘れて，過去の議論や検討を蒸し返すといった無
駄が削減される．

² 特に明確な理由がないまま決定された仕様や設計を必要以上に絶対視し，見直し
を怠ることがなくなる．

² 議論や検討を記録するという行為を行うことにより，議論や検討の内容を明確に
意識することができ，問題を積み残したまま次のプロセスに進んでしまうことを
回避できる．

設計理由の記録に関しては，議論を構成する要素とその関係を定義したモデルに基
づいて記録するという方法が一般的である．このような議論モデルには大きく二種類の
ものがある．一つは IBIS（Issue Based Information Systems） [15] という意志決定の
際の議論モデルを用いたものであり [59]，他方は議論内容を IS － A 階層や論理表現と
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いった知識処理技術を用いて記述したものである [39]．いずれの手法においても議論中
の発言を分類し，それらを関係付けることにより議論を記録する．

これらのモデルを用いた設計理由の記録方法には，議論中に記録する方法と議論の後
に記録する方法とがある [39]．発言と同時に記録する方法の場合は時間的な制約を伴う
ため，比較的簡単な議論モデルを用いてフリーテキストにより記録される．自動推論や
再利用時の編集などは困難であるが，記録にかかる負担は少ない．一方，議論の終了後
に設計理由を記録する方法では，時間的な余裕があるため，表現力に富んだ言語を用い
て記録することが可能であり，自動推論や編集等が容易である．しかし，記録に伴う負
担は大きくなる．

いずれの記録方法においても，議論内容を記録することが目的ではないという点に問
題がある．議論中においては，自分の意見を他者に伝えるとともに他者の意見を検討し，
今後のよりよい解決策を考案していく必要がある．また議論後においては，今後の方針
等が決定し，個々のシステムエンジニアはそれぞれの作業を進める必要がある．いずれ
の場合も記録係が専門にいるということは稀であるため，記録を取りそれを管理するこ
とは本来の目的とは異なる作業である．したがって，問題解決の事例として議論内容を
再利用するためには，それを記録し管理することが動機付けられている必要がある．

2.4 ソフトウェア開発におけるノウハウの蓄積と

再利用
ソフトウェア開発を行う組織は一般的に最も低いコストでより品質の高いシステムを

開発しようとしている．しかし，ソフトウェア開発を行う組織では過去の経験が組織内
に蓄積されていないため，コストパフォーマンスの高いシステムを開発するのは困難な
状況である．すなわち，経験したことは忘れ去られ，新しいプロジェクトが立ち上がる
たびに過去の過ちを繰り返すこととなる．ソフトウェア開発で得られた生産物やプロセ
ス，そして経験を再利用できるような環境を整えることはソフトウェア開発の質と効率
を高める上で重要である [7]．

このような背景に基づいて，ソフトウェア開発で得られる経験を生成し蓄積し再利
用するための組織的な基盤環境として Experience Factory が提案されている [8]．この
Experience Factory の考えでは，ソフトウェア開発を行う組織を二つに分割する．すな
わち，ソフトウェアを実際に開発するプロジェクトの組織と Experience Factory とであ
る．プロジェクトの組織は各プロセスでの生産物を生成することを目的とし，Experience
Factory は過去の経験に基づいてソフトウェア開発における実践的な作業を改善する方
法を学習することに焦点が置かれる．このように二つの組織は分離されているが，お
互いの目的を達成するために相互作用を行う．一方から他方へのフィードバックはある
特定の目的に対して十分に明確化された経路を通じて行われる．その様子を図 2.1 に示
す [8]．

Experience Factory は，ソフトウェア開発のプロセスや生産物を向上させるためには
以下の三つの要素が必要であることを意識している．

² 経験は常に experience packages の中で評価され統合された上で蓄積される

² experience packages の中で評価され統合された経験は experience base に蓄積さ
れ，いずれの組織からも参照することができる

² 異なる組織が異なる方法で同じ experience base に蓄積された経験を参照するこ
とにより，それぞれの視点が形成される
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図 2.1: Experience Factory の枠組み (文献 [8] より)

Experience Factory の仕組み（図 2.1）は経験やノウハウを蓄積するために開発プロ
ジェクトとは異なる組織を設置しているという点で本アプローチに類似している．しか
し，Experience Factory では何を行うかは提案されているが，実際に経験を収集する方
法や経験を蓄積する形態などは具体的に示されていない．経験やノウハウは実際の問題
状況に即して体系化された知識や情報として収集され蓄積されていなければ意味がな
い [54]. そうした知識や情報を効率的に収集し再利用するための方法を検討する必要が
ある．

2.5 対面での他者への質問による情報獲得の三つ

の弊害
前節までで論じてきたことをまとめると，必要となる情報に着目してソフトウェア開

発の質と効率を向上させるためには，個々の問題状況に即した知識や情報を迅速にシス
テムエンジニアに提供する必要があり，そのためには他者とのコミュニケーションとや
り取りされた情報の再利用とをいかに効率的に支援するかが重要である．

ソフトウェア開発におけるコミュニケーションの形態としては，他のシステムエンジ
ニアに対面で質問することにより問題解決に必要な知識や情報を獲得している場合が多
い [36]．個々のシステムエンジニアが置かれている問題状況はそれぞれ異なるため，質
問する側とされる側とが置かれている問題状況が異なる．質問される側は他のシステム
エンジニアから質問を受けることにより自分の問題解決作業を中断され，質問してきた
システムエンジニアの置かれている問題状況を理解し自分の持っている知識や情報を提
供する必要が生じる．このような作業が中断される時間に加えて，中断した作業に戻る
ためにも時間を要する．中断される前までの自分が置かれていた問題状況や作業状況を
思い出し，作業への集中を取り戻す必要があるからである [18]．したがって，他のシス
テムエンジニアに対面等で直接質問を行うことは，質問した相手の作業効率を著しく低
下させることとなる．

他のシステムエンジニアに直接質問を行うことは質問する側の作業効率をも低下させ
る．他のシステムエンジニアに直接質問を行うためには，まず自分が置かれている問題
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状況を解決するために有益な知識や情報を持った人を見つけ出す必要がある．次にその
人と会うための調整や電話番号等を調べる必要がある．電話をかけて相手が不在であれ
ば再度電話し直すことが必要となる．このように他のシステムエンジニアへの質問によ
り必要な知識や情報を獲得するためには直接自分の作業とは関係のない作業（オーバー
ヘッド）を行う必要が生じるため，質問する側の作業効率も低下する [2]．

以上に述べたように，他のシステムエンジニアに直接質問することは質問する側に
とってもされる側にとっても作業効率が低下するという問題がある．このような作業効
率の低下を抑制するためには，一度行われた質問と回答（Q&A）を記録して蓄積して
おき，再利用することが有効である [7]．同じ Q&A が他のシステムエンジニアの間で繰
り返されることがなくなり，作業の阻害もある Q&A に関しては一度ですむからである．
しかし，他のシステムエンジニアと対面で Q&A を行う場合，それを記録しておくこと
は困難である [6]．したがって，繰り返し同じ Q&A が別のシステムエンジニア間で行
われることとなり，組織におけるコミュニケーション効率の低下，ひいてはソフトウェ
ア開発全体の作業効率の低下につながる [2]．実際，ソフトウェア開発におけるコミュ
ニケーションと情報共有との関係を調査した結果から，作業中に他者との間で行われた
コミュニケーションの内容は明示化され記録されることが少なく，また記録されていた
としても再利用しずらく効率的に情報共有されていないことが判明している [32, 64]．

2.6 まとめ
本章では本アプローチに関連する研究として以下の四つのアプローチを取り上げ，い

ずれのアプローチにおいても実際の問題状況に即した知識や情報を迅速にシステムエン
ジニアに提供するとともに，そうした問題解決のノウハウや経験を蓄積し再利用するこ
とを統合的に支援する具体的かつ効率的な方法が必要とされていることについて論じた．

(a) ソフトウェア開発に必要な知識や情報の削減

(b) ソフトウェア開発における議論内容の記録

(c) ソフトウェア開発におけるコミュニケーションの支援

(d) ソフトウェア開発におけるノウハウの蓄積と再利用

現状では，問題状況に応じた知識や情報をその場で獲得できることから他のシステム
エンジニアに対面で質問する場合が多く，それにより以下の三つの弊害が生じることに
ついて論じた．

第一の弊害: 質問された人は質問した人とは異なる問題状況に置かれているため，他者
から質問を受けることにより作業の中断を強制され作業効率は低下する．

第二の弊害: 質問する人も必要な知識や情報を持っていそうな人を見つけ出し，直接コ
ミュニケーションを行う機会を獲得するための交渉や調整を行うといった，実際
の問題解決とは無関係な作業を行う必要が生じるため，作業効率は低下する．

第三の弊害: こうした質問と回答の対（Q&A）は実際の問題解決事例として有益なノウ
ハウであるが，他のシステムエンジニアに直接質問を行った場合にはこうしたノ
ウハウは個人の頭の中に蓄積されるだけで他のシステムエンジニアが再利用でき
るように明示化され蓄積 ¢共有されることがない．このため同じような Q&Aが別
のシステムエンジニアらにより繰り返されることとなり，ソフトウェア開発を行
う組織全体の作業効率を低下させることとなる．
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次章では，他のシステムエンジニアに質問を行わなければならない理由について論
じるとともに，他者へ質問することが問題解決においては重要であることについて論じ
る．そして，問題状況に応じた知識や情報を迅速にシステムエンジニアに提供するとと
もに，それらを効率的に再利用することを統合的に支援するためには，他者への質問に
よる弊害を解消しながら他者への質問を支援する必要があることについて論じる．
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第3章 問題解決としてのソフト

ウェア開発における他者

とのQ&Aによる効果

　本章では，2.5 節で論じたような三つの弊害を引き起こす他者への質問がなぜ行われ
るのかについて認知科学的な観点から論じるとともに，他者への質問による問題解決に
おける三つの効果について論じる．

ソフトウェア開発に必要となる膨大な知識や情報はドキュメントとして記録されて
おりシステムエンジニアは随時参照することが可能である．しかし，これらのドキュメ
ントは個々の実際に生じた問題状況に応じて体系化されているわけではなく [26]，個々
の問題状況に応じてどのような知識や情報をどのように利用するかというメタな知識
や情報は個々のシステムエンジニアの経験やノウハウとして分散して存在する場合が多
い [65]．このため必要な知識や情報を獲得するにあたっては，そうしたドキュメントを
検索するのではなく，他のシステムエンジニアに対面で質問を行わざるをえないのが現
状である [36]．

このようなメタな知識や情報ではない知識や情報が必要な場合も多い．そのような
場合にも膨大なドキュメントから必要な知識や情報だけを迅速に獲得することは困難で
あることについて論じる．問題解決に必要な知識や情報を自分の頭の外にある情報源か
ら獲得するためには，どのような知識や情報が必要かを明確にする必要がある．必要な
知識や情報を特定するためには自分が置かれている問題状況を明確にする必要がある．
しかし，問題状況を明確にするにあたっては，問題状況の非列挙性 [76]，暗黙知の存
在 [58]，外部に存在する知識や情報の認識 [24] などの問題がある．これらの問題が存在
することにより，自分の持っていない知識や情報を獲得するためには他者に対面で質問
せざるを得ないことについて論じる．

他者に質問することは，これらの問題を解消する上で効果があり，問題解決に必要
な知識や情報を迅速に獲得することができるという効果があることについて論じる．ま
た，問題解決においては問題状況をより明確化することがその質と効率を向上させるた
めに重要であり [61, 48]，他者からの回答を獲得することや他者へ質問することにより
問題状況をより明確化できるという効果があることについて論じる．すなわち，他者へ
の質問による問題解決における効果として以下の三つであり，それぞれの効果について
論じる．

第一の効果: 問題状況に即した知識や情報の迅速な獲得

第二の効果: 問題状況に即した意識していなかった知識や情報を他者からの回答として
獲得することによる問題状況の再認識

第三の効果: 質問として明示化した問題状況を客観視することによる問題状況の再認識
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3.1 問題解決に必要な情報を迅速に獲得すること

の困難さ
問題解決に必要な知識や情報が自分の頭の中になく，外界に存在する知識や情報を利

用しなければならい場合，まず自分の置かれている問題状況を明らかにし，どのような
知識や情報が必要なのかを明確化する必要がある [72]．しかし，問題状況を明確化する
ことは，問題状況の非列挙性 [76]，暗黙知の存在 [58]，外部に存在する知識や情報に対
する認識のギャップ [24] という三つの理由から困難である．

問題状況の非列挙性: 人は問題解決における一般的な知識をルールやノウハウとして
記述できる一方で，個々の様々な問題状況に対して柔軟に対応することができ
る [74]．つまり，人は個別の問題状況に応じてルールやノウハウと矛盾するよう
な問題解決を人は行うことができる．このようなルールやノウハウと矛盾するよ
うな問題解決を行った理由をその人に問うことにより，ルールやノウハウに例外
条件として追加することができる．このような例外条件は常に発生し，問題状況
を何らかの表現によって明示化することにより必ず明示化されない部分が残され
る [76]．したがって，問題の条件を完全に数え上げることは不可能であり，個々
の問題条件に必要な知識や情報を完全に特定することも不可能である [21, 48]．

暗黙知の存在: 問題状況を把握し解決策を構築する際に利用された知識の一部は暗黙的
なものである [48]．なぜなら，人は話すことのできる以上のことを知っている
からである [58]．自分の知っていることを正確に説明することはできず，何かを
知っていることにすら気付かない場合すらある [68]．したがって，問題状況のす
べてを明確化し明示化することは不可能であり，そのような暗黙的に知っている
問題状況に対して必要となる知識や情報を明確化することも不可能である．

外界の情報に対する認識のギャップ: 問題状況を明確化するためには，その問題状況に
関する知識や情報が必要である．このような知識や情報は問題状況が明確化され
解決策が構築されなければ特定することができない [21, 48]．たとえ問題状況の
明確化に必要な知識や情報が明確化されたとしても，それらが自分の頭に存在し
ない場合はそれらを獲得することは困難である．自分の頭の中以外に存在する知
識や情報に対する人の認識には，図 3.1 に示すような四つのレベルが存在するか
らである [24]．

D1: 熟知しており，容易に入手することが可能な定常的に利用している外部に
存在する知識や情報の領域．

D2: どこにあるかは知っているが，その内容については曖昧にしか記憶してい
ない使用頻度の低い外部に存在する知識の領域．

D3: 外部に存在すると思いこんでいるが，どこにどのような知識や情報がある
かは把握していない知識や情報の領域．

D4: 実際に外部に存在する知識や情報の領域．

これらの外部の知識に対する認識のレベルをプログラミングで利用する関数ライ
ブラリを例にとって説明する．まず，よく使っている関数で，リファレンス等を
参照しなくてもその関数がどのような機能を持ち，どのような条件で利用できる
かを熟知しているような関数は D1 に該当する．また，時々使う関数で，そのラ
イブラリの中に登録されていることは知っているが，実際にその関数を使う場合
には，その関数がどのような機能を持ち，どのような条件で利用できるかに関し
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図 3.1: 外部に存在する情報に対する認識 (文献 [24] より)

てはリファレンス等を参照する必要があるような関数は D2 に該当する．また，
このような関数は一般的に検索機能などを用いて見つけ出す必要がある．一方，
よく利用している関数や時々利用する関数などから類推して，実際に利用したこ
とはないがライブラリの中に登録されていると思っている関数は D3に該当する．
そして実際のライブラリ自体が D4 である．ここで問題となるのは D3 の領域と
D4 の領域のずれである [23]．D3 に含まれているが D4 には含まれていない領域
の知識とは，外部に存在すると思いこんでいるが実際には存在しない知識であり，
どんなに検索をしても入手することが不可能である．このような知識としては，
記録されることのないシステムエンジニアの経験や直感といった暗黙知が挙げら
れる．一方，D4 に含まれるが D3 には含まれない知識とは，システムエンジニ
アが置かれている問題状況を解決するために有益な知識が実際に存在するにもか
かわらず，システムエンジニアは存在しないと思いこんでいる知識であり，この
ような知識は検索により見つけ出させる努力さえされないため，獲得することは
困難である．

以上の理由から，自分の置かれている問題状況を明確化し必要な知識や情報を特定す
ることは困難であり，例えそれらを特定できたとしても，実際にそうした知識や情報を
外界から見つけ出し利用することは困難である．このような認知的な原因により，シス
テムエンジニアが参照することのできる膨大なドキュメントから必要な知識や情報を見
つけ出すことには大変な労力が必要である．このため，他のシステムエンジニアに対面
で質問することにより必要な知識や情報を獲得していると考える．次節では他者に対面
で質問することがこうした認知的な負荷をどのように解消できるのか，また問題解決に
どのような効果があるのかについて論じる．

3.2 他者への質問による問題状況に即した情報の

迅速な獲得
問題状況をより明確化する方法として分散認知の利用が効果的である [65]．分散認知

とは自分の頭の中にある以外の知識を指し，他者が持つ知識やデータベースに蓄積され
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ている知識，ある問題解決を行うための知識の具現化としての道具などを指す [89]．こ
うした分散認知を利用することにより，問題状況に関する様々な視点や知識を獲得する
ことが可能となるとともに，個人に要求される知識や情報の量が削減される [65]．

問題状況に即した知識や情報を獲得するためには，分散認知の中でも他者の存在が重
要であることが指摘されている [56, 75]．実際の問題状況において自分の知識や認知的
スキルに基づいて他者と相互作用を行いながら，他者からのフィードバックにより自分
の知識や認知的スキルを内化することによって有益な知識は獲得されるからである [19]．
つまり，他者と問題状況を共有しつつ，かつその問題状況に対する理解や視点が異なる
ことにより，問題状況に関する様々な知識や観点を獲得することができ，問題状況をよ
り明確化することが可能となる [45]．このような効果により問題状況の非列挙性や問題
状況に対する暗黙知の存在という問題を解消することが可能となる．

他者が持っている知識や情報を利用する場合には以下のような利点がある．

² 相手の行動や状況からの推測などにより，人は問題状況の暗黙的な部分も理解す
ることができる [53]．したがって，他者の置かれている問題状況をコンピュータ
よりも正確に共有することができる．

² 相手の認識している問題状況と自分の認識している問題状況に食い違いがある場
合でも，相手の言動からの推測により問題状況に対する認識を修正し，より正確
に相手の問題状況を共有することができる [17]．

他者とのインタラクションによるこれらの利点により，問題状況に対する共通の理解
が迅速に形成されるため，質問された側は相手の問題状況に即して自分の持っている知
識や情報を迅速に提供することができる [71]．

一方，自分が把握した問題状況やそれに対する解決策を他者に伝えることにより，そ
の問題状況や解決策に関して他者が知っている知識や情報を得ることができ，逆に他者
が知らない知識や情報は何かを把握することが可能となる．問題状況を共有しているこ
とから，他者も独自の問題状況に対する認識や解決策を持っているため，自分が意識し
ていなかった問題状況の側面について他者が知識や情報を持っていれば，他者との相互
作用を通じてそうした知識を得ることができる．これにより相手が持っていると思って
はいなかった知識や情報を獲得することが可能となる．したがって，D4 理論における
D3 と D4 の領域における知識や情報の相違，すなわち外界に存在すると思いこんでい
た知識や情報が実際にはない場合や，外界に存在することを意識していなかった知識や
情報が実際には存在する場合における知識や情報の獲得における問題が解消される．

3.3 他者への質問による問題状況の明確化におけ

る二つの効果
問題解決の質と効率を向上させるためには問題状況をより明確化することが重要であ

る [61]．実際，要求分析から運用保守までのプロセスを順次実行し後戻りしないウォー
タフォール型のソフトウェア開発手法では，間違いを修正するためにかかるコストはそ
の間違いの発見がより下流のプロセスになるほど指数関数的に増加する傾向があると指
摘されている [66]．つまり，最初の要求分析，問題解決では問題状況の明確化をより正
確に行うことがソフトウェア開発の質と効率を向上させる上で重要である．

このように問題状況を迅速にできる限り明確化することは問題解決の質と効率を向上さ
せることにつながる．しかし，"Problem framing and solving cannnot be separated.(文
献 [48], pp.2)"であるため，解決策を構築する前に問題状況を完全に明確化することは不
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可能である [72]．したがって，"Starting with a vague incomplete problem requirement,
they sketch out a partial solution. By seeing the partial solution, designers identify
portions of the problem that have not yet been understood, gain an understanding of
the problem and then re¯ne the solution.(文献 [48], pp.13 より)"．

実際，ソフトウェア開発ではウォータフォール型の欠点を解消するために，プロトタ
イピング手法やスパイラルモデルなどが採り入れられている．これらの開発手法では顧
客の主要な要求だけを満たす機能を持ったプロトタイプシステムを開発し，それを顧客
に見せることにより新たな要求を抽出し，徐々に顧客の要求との乖離の少ないシステム
を開発していくという手法である [10]．つまり，問題状況の明確化と解決策の構築とを
繰り返すことにより問題状況をより明確にしていくという手法である．

他者への質問にもこのような問題状況の明確化と解決策との構築を繰り返すことによ
り問題状況がより明確化される効果がある．すなわち，他者からの回答による問題状況
の再認識と，質問として問題状況を明示化することによる問題状況の再認識とである．
本節ではこれら二つの効果について論じる．

3.3.1 回答による問題状況の再認識

明示化されたある表現によって意味するものは，人やその対象が置かれている状況に
より異なる [35]．つまり，ある問題状況を明示化した表現としての質問に対して，その
質問を行った人とその質問を受けた人とではその質問によって意味される問題状況に対
する理解が異なる．

したがって，他者に質問することにより回答として獲得した知識や情報は，置かれ
ている問題状況に対する自分の理解とは異なる観点からのものである．このような自分
とは異なる観点からの知識や情報を獲得することができることにより，問題状況を様々
な観点から捉えることが可能となり，問題状況をより正確に把握することが可能とな
る [46]．

このような効果を図示すると図 3.2 のようになる．質問する側は自分が他者への質問
として形式知化することのできた問題状況に対応するだけの知識や情報が他者からの回
答として獲得できると期待する．しかし，回答する側は形式知化された質問の解釈が質
問する側とは異なるため，実際に回答に含まれる知識や情報は問題状況に関するもので
あるが，質問する側が期待していたものとは異なる．このような他者の異なる観点から
の問題状況に関する知識や情報を獲得することにより，自分が問題状況に関してどこま
で把握していて何を把握していなかったか（自己の認知状態の監視），および，自分の
構築した解決策が実際の問題状況に十分に適合しなかった場合に他者の異なる観点を採
り入れてどのように新たに解決策を構築するか（自己の認知状態の制御）といった能力
を向上させることが可能となる [12]．そして，自分一人では意識しいなかった問題状況
に関する知識（領域知識）を習得することも可能となる [19] ため，自分の置かれている
問題状況を別の観点から再認識することが可能となり，より問題状況を明確化すること
が可能となる

3.3.2 質問による問題状況の再認識

我々が文章を理解する場合，"...we have initial anticipations and expectations of what
the meaning of the whole sentence will be and interpret each word accordingly. Based
on the interpretations of each word, we re¯ne the anticipations of the meaning of the
whole. The rede¯ned whole functions in a dialectical fashion to re¯ne and rede¯ne the
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図 3.2: 他者からの回答による問題状況の再認識

parts.(文献 [48], pp.13より)"，というように部分と全体を行きつ戻りつしながら行って
いる [73]．

モノを作る場合にも同じようなやり方が採られる．すなわち，まず"Starting with a
vague incomplete problem requirement, they sketch out a partial solution.(文献 [48],
pp.13 より)"．このような行動を起こすことにより，"By seeing the partial solution,
designers identify protions of the problem that have not yet been understood, gain
an understanding of the problem, and then re¯ne the solution.(文献 [48], pp.13 よ
り)"といった問題状況の明確化が可能になる．このような問題解決の特徴は"re°ective
conversation [67]"と呼ばれる．

このような方法はソフトウェア開発でも取り入れられている．すなわち，問題状況の
明確化（要求分析），解決策の構築（設計，コーディング，試験），解決策の問題状況へ
のフィードバック（顧客レビュー）という一連のプロセスを短期間に繰り返し実行する
という開発手法である [9]．このような開発手法の利点は，顧客の要求と実際に構築さ
れたシステムとの乖離を最小限に抑えることができるということである．すなわち，問
題解決の質を向上させることが可能となる．さらに，個々の開発プロセスにおける議論
等の内容を記録し，次回の議論で参照できるようにすることにより，議論が不足してい
る部分の把握が容易になりソフトウェア開発の効率が向上する [77]．このようなサイク
ルによる効果は問題状況を他者への質問として明示化し表現することによっても得られ
る．他者に質問を行うためには，自分の置かれている問題状況を明示化し客観的に認識
することのできる対象として言語等を用いて表現する必要がある．このように外的に表
現されたものを認識することにより，明示化していなかった問題状況の部分に気付くこ
とができる．このようなプロセスを繰り返すことにより，問題状況について自分が把握
していることをできる限り明示化し表現することが可能となる．このようなサイクルを
図 3.3 に示す [50]．

3.4 まとめ
本章では，問題状況を迅速にできる限り明確化することが問題解決の質と効率を向上

させるために重要であるが，それが非常に困難であること，および他者への質問により
その困難さを解消することが可能であること，について論じた．
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図 3.3: 質問による問題状況の再認識 (文献 [50] より)

問題状況の明確化の重要性については，それが解決策の構築と密接に依存し合ってい
るため，問題状況の明確化の迅速性と質とが問題解決の迅速性と質に結び付くことを論
じた．

問題状況の明確化が困難である理由については，問題状況を明確化し定義すれば必ず
明確化 ¢定義できない部分が残されること，問題状況に関して表現できないことも知っ
ているため完全に問題状況を明確化することは不可能であること，問題状況を明確化す
るために必要な自分の頭の中にはない知識や情報を獲得することは困難であること，と
いう観点から論じた．

他者と問題状況を共有し協調して問題解決を行うことにより，問題状況を多角的な観
点から捉えることができるため，問題状況の明確化に有効であることについて論じた．
他者に質問することには以下の三つの効果があることについて論じた．これらの効果は
いずれも問題解決の質と効率を向上させるために有効である．

(1) 問題状況に即した知識や情報の迅速な獲得

(2) 問題状況に即した意識していなかった知識や情報の獲得による問題状況の再認識

(3) 質問として明示化した問題状況を客観視することによる問題状況の再認識

次章では，これらの効果を維持しつつ，2.5 節で述べた他のシステムエンジニアに質
問することの弊害を回避するための枠組みについて論じるとともに，この枠組みにより
上述した三つの効果に加えて，質問と回答（Q&A）の再利用性の向上という第四の効果
が期待できることについても論じる．

23





第4章 システムエンジニアの問

題解決を支援する回答作

業の専門化と電子メール

の利用によるQ&A方式

に基づく情報提供の枠

組み

　本章では，3.4 節で論じた他者への質問による問題解決における三つの効果を維持し
つつ，2.5 節で論じた他者への質問による三つの弊害を解消するための枠組みを提案す
る．3.4 節で論じた他者への質問による三つの効果とは以下の三つである．

第一の効果: 問題状況に即した知識や情報の迅速な獲得

第二の効果: 問題状況に即した意識していなかった知識や情報の獲得による問題状況の
再認識

第三の効果: 質問として明示化した問題状況を客観視することによる問題状況の再認識

2.5 節で論じた他者への質問による三つの弊害とは以下のものである

第一の弊害: 作業状況の相違による回答者の作業効率の低下

第二の弊害: 作業オーバーヘッドの増加による質問者の作業効率の低下

第三の弊害: Q&Aの再利用が困難であることによる組織全体のコミュニケーション効率
の低下

第三の弊害を主に解消するために，グループウェアの一種である電子メールの効果に
ついて論じる．電子メールが非同期分散型のグループウェア [87]であることにより，第
一や第二の弊害を緩和する効果もあることについて論じる．

電子メールには二つの問題があることが一般的に指摘されている．意図を伝達するこ
とが対面などに比べて困難であること，および，相手からの迅速な反応を得ることが困
難であること，である [6]．電子メールが対面に比べて意図を伝達することが困難であ
るという欠点は，他者への質問による三つの効果を損なう．問題状況を伝達できなけれ
ば問題状況に即した知識や情報を得ることはできないからである．相手から迅速な反応
を得られないことは，他者への質問による第一の効果である問題状況に即した知識や情
報を迅速に獲得できるという効果を損なう．
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電子メールでは問題状況を伝達することが困難であるという欠点について，ソフト
ウェア開発におけるほとんどの作業がコンピュータ上で行われていることから，そこで
発生した問題の状況を伝達するには対面よりも電子メールの方が有効であることについ
て論じる．相手からの迅速な反応を得ることが困難であるという欠点を解消するために，
回答作業をソフトウェア開発プロジェクトから分離し，回答作業を専門に行う組織を設
置することの効果について論じる．このような組織の設置により，他者への質問による
第一，第二の弊害も解消することができることについて論じる．

電子メールの利用と回答作業の専門化という二つの仕組みを他者との Q&A のやり取
りに適用することにより，3.4 節で論じた三つの効果に加えて，Q&Aの再利用を促進する
ことによる組織全体のコミュニケーション効率の向上という効果が得られる．したがっ
て，このような枠組みにより期待できる効果は以下の四つである．

第一の効果: 問題状況に即した知識や情報の迅速な獲得

第二の効果: 問題状況に即した意識していなかった知識や情報の獲得による問題状況の
再認識

第三の効果: 質問として明示化した問題状況を客観視することによる問題状況の再認識

第四の効果: Q&A/の再利用の促進による組織全体のコミュニケーション効率の向上

それぞれの効果について論じる．

4.1 他者とのQ&Aにおける電子メールの効果
本節では，他者との Q&Aのやり取りに電子メールを用いることによる効果について，

Q&Aの再利用性の向上，作業状況の相違による回答者側の作業効率の低下や質問者の作
業オーバーヘッドの緩和といった観点から論じる．

電子メールは，利用者に時間や場所の制約を課さない非同期分散型のグループウェア
であり [34, 87]，利用する人の負荷や役割が対称的であるため [30]，最も広く利用され
ているグループウェアの一つである [30, 41]．電子メールが非同期分散型という特徴を
持つことにより，以下の三つの効果が得られる [1, 93]．

² 電子メールが送付された相手は都合のよい時に返答を行うことができる

² 電子メールを送付する際に相手がどこにいるかを考慮する必要がない

² コミュニケーションの内容が明示化され記録されるため再利用ができる

電子メールによる第一の効果により，質問された側は自分の置かれている問題状況や
作業状況に合わせて作業の中断等による作業効率の低下が最も少ない時に回答を行うこ
とができる．したがって，他者への質問による第一の弊害を緩和することが可能である．

電子メールによる第二の効果により，必要な知識や情報を他者から獲得するために質
問する相手がいる場所や時間を考慮する必要がなくなる．したがって，他者への質問に
よる第二の弊害を緩和することが可能である．

電子メールによる第三の効果により，Q&Aの内容を随時確認することができるととも
に，問題解決事例として別の他者に提供することが可能となる．記録された Q&Aをデー
タベースに蓄積し組織内で共有することが可能となることにより，同じような Q&Aのや
り取りが繰り返し組織内で行われることが抑制される．

電子メールを利用する人の負荷や役割が対象的であるということは，電子メールを送
る側もそれに対して回答する側も，テキストを記述する負荷や相手がどこにいるかを考
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慮する必要がないことなどは同じであり，また，回答する側にとっても Q&Aを記録して
おけることで別の他者から同じような質問を受けた場合に再利用することが可能となる．

電子メールを利用することは，他者との Q&Aによる三つの弊害を解消もしくは緩和す
るばかりではない．他者への質問による第二や第三の効果を高める上でも有効である．

電子メールにより他者に質問や回答を行うためには，自分の置かれている問題状況
や相手の問題状況に関して知っている知識や情報をテキスト等により記述する必要があ
る．記述されたテキストは，対面や電話等で話された言葉よりもより客観的に認識する
ことができる [17, 43]．自分の記述した回答をより客観視できることにより，記述し忘
れた知識や情報に気付くことが可能となり，質問した人は問題状況に即したより多くの
知識や情報を回答者から獲得することが可能となる．自分の記述した質問をより客観視
できることにより，問題状況について記述し忘れた事柄に気付くことが可能となり，よ
り正確に問題状況を相手に伝えることが可能となる．

このような効果は Q&A の再利用性を高める上でも有益である．電子メールを用いて
Q&Aを行うことにより，問題状況を定義する情報がより多く明示化され記録されるとと
もに，その問題状況を解決するために有益な知識や情報がより多く明示化され記録され
る．こうした問題状況に関するより多くの知識や情報は，他者がそれを理解する場合に
より正確に元の意味を汲み取ることを可能とするからである [38]．

4.2 他者とのQ&Aにおける電子メールの問題
Daft と Lengel によれば，対面や電話といった他者との直接的なコミュニケーション

手段の利点は以下の二つである [17]．

² 身振りや声の調子など相手に意図を伝達する手段が多様であること

² 相手から即座に反応が得られること

これらの利点により，対面や電話等でのコミュニケーションでは，コミュニケーショ
ンの豊かさを定義する以下二つの可能性がともに高くなる [17, 93]．

² 話者が持っている知識や情報に対する理解がある時間内で変化する可能性

² ある時間内で話者が持っている知識や情報に対する理解を変化させるために，知
識や情報の相互関係や曖昧さを明確にするような情報が多く得られる可能性

問題状況に関連した情報が多く得られることにより話者の持っている知識や情報の不
確実さは減少し，それによって持っている知識や情報に対する理解が変化することによ
り，それらの知識や情報の曖昧さ，すなわち多義性が減少する [6]．対面や電話といった
直接的なコミュニケーション手段では，より正確に問題状況を相手に伝達することがで
きるとともに，その問題状況に即した知識や情報を迅速に獲得することができる．

電子メールを用いた場合，前節で述べたように一度に相手に伝えられる情報の質や
量は高くなる．しかし単位時間で見た場合には，前述したコミュニケーションの豊かさ
を定義する二つの可能性は低くなる [6, 93]．電子メールでは主にテキストベースで意図
が伝えられ，相手からの反応を即座に得ることは困難なためである．電子メールの送り
手が持っている知識や情報に対する理解が変化するまでに要する時間が長く，知識や情
報の相互関係や曖昧さを明確にするような相互作用も少ないため [17]，問題状況が不確
実もしくは曖昧なまま相手に理解され，問題状況に対する理解にずれが生じる可能性が
高い [6, 93]．問題状況に対する共通の理解が質問する側とされる側との間で確立され
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ないため，回答が得られても，どの質問に対する回答なのかを理解することが困難にな
る [6]．

電子メールを用いて質問する側とされる側との間で問題状況に対する共通の理解を確
立するためには何度かお互いの記述内容に関するやり取りを行う必要がある．しかし，
電子メールでは相手から即座に反応が得られることは保証されないため，コミュニケー
ション密度は低くなり，お互いに必要な知識や情報を獲得できるまでに時間がかかる．
質問する側にとっては相手からの回答が得られるまでの間は問題解決が行えず，作業が
停滞することとなる．回答する側は作業の中断が断続的に生じるため，相手の問題状況
を思い出すまでに時間がかかり，自分の作業へ集中することが妨げられる．

電子メールを用いて効率的に他者との Q&A を行うためには，質問する側とされる側
との間で問題状況に関する共通の理解を迅速に確立すること，および質問する側が迅速
に回答を獲得できること，を支援する必要がある．

4.3 問題状況の共有における電子メールの効果
本節では，電子メールの欠点である問題状況に関する共通の理解を迅速に確立するこ

との困難さについて，ソフトウェア開発ではむしろ電子メールを用いる方が相手に問題
状況を正確かつ迅速に伝達することが可能であり，相手からも正確かつ迅速に問題状況
により即した知識や情報を迅速に獲得することが可能であることについて論じる．

コストパフォーマンスの優れたワークステーションやパーソナルコンピュータの普及と
高速ネットワークの発展により，システムエンジニアは一人一台以上のワークステーショ
ンやパーソナルコンピュータを利用できるようになってきている [90, 82]．これらのコン
ピュータ端末上では，ソフトウェア開発における様々な作業を支援するCASE(Computer
Aided Software Engineering)ツールをはじめ，GUI(Graphical User Interface)やグルー
プウェアなどが動作しており，ソフトウェア開発におけるほとんどの作業はこうしたア
プリケーションを利用してコンピュータ端末上で実行される [85]．

ソフトウェア開発においてシステムエンジニアが解決しなければならない問題のほと
んどはこのようなコンピュータ端末上で生じたものである．その問題状況もコンピュー
タ端末上に存在する．これらの問題状況はコンピュータ端末上に存在するために，スク
リーンショットやプログラムコードのカット＆ペーストなどにより電子メールに容易に

添付することが可能である．このような方法により，電子メールでは言語的な表現に加
えて問題状況そのものを視覚的に相手に伝達することができる．プログラムコードなど
は実際に回答する側のコンピュータ端末で試験を行うことが可能になることにより，言
語でエラー状況を相手に伝達するよりもより正確に伝達することが可能となる．回答
する側もスクリーンショットに解決策を示したり，修正したプログラムコードをカット
＆ペーストしたりすることにより，より正確かつ迅速に解決策を質問者に伝達すること
が可能となる．

このようにコンピュータ端末上でほとんどの作業を実行するソフトウェア開発におい
ては，相手のところに行って対面で質問したり電話で質問したりするよりも，電子メー
ルを用いる方がより正確かつ迅速に問題状況を相手に伝達することでき，相手から問題
状況に即した知識や情報をより正確かつ迅速に獲得することができる．対面や電話など
のように相手の作業状況や相手の時間や場所を考慮する必要もない．さらに，スクリー
ンショットやプログラムコードといった問題状況そのものが電子メールに添付され蓄積
されることにより，同じような問題状況において必要な知識や情報を求めている他のシ
ステムエンジニアがその電子メールを見ても問題状況が同じものかどうかを判断しやす
い．つまり，電子メールによる Q&Aは再利用性が高い．
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4.4 回答作業の専門化による効果
本節では，電子メールを用いる場合の二つ目の欠点である，質問する側が迅速に回

答を得られる保証がないことを解消するための方法として，回答作業を開発プロジェク
トから分離し回答作業を専門に行う組織を設置するというアプローチの効果について論
じる．

4.1 節で論じたように，電子メールを用いることにより，質問された側は自分の作業
状況に合わせて回答を行うことができ，質問する人は相手がどこにいるかどのような状
況かを考慮することなく質問することができる．これにより他者への質問による第二と
第三の弊害を緩和することができる．

質問された側が自分の作業状況に合わせて回答を行うことができるということは，質
問した側は相手からいつ回答が得られるか分からないということを意味する．回答が得
られるまでの間は質問した人は問題解決が進まないため作業効率は低下する．

質問する人は誰から適切な回答を得られそうかを知っていれば，相手の居場所や時
間を気にすることなく質問を行うことができるため，必要な知識や情報を獲得するため
オーバーヘッドは緩和される．誰に質問すればよいかが分からない場合には質問する相
手を見つけなければならないためオーバーヘッドはそれほど緩和されない．

回答する側も，回答を行うためには自分の作業状況とは異なる問題状況を理解し，知
識や情報を提供するという労力は電子メールを用いる場合でも変わることはない．その
ために自分の作業とは別に回答を作成しなければならないため，回答する側の全体的な
作業時間は延びてしまい，結果として作業効率は低下することとなる．

このように，電子メールを用いた場合でも，システムエンジニア間で Q&A のやり取
りを行う限り，作業効率が低下することを回避することはできない．ある作業を行う上
で現在の組織体制においてコスト的に明らかなデメリットがある場合，その作業を分離
し，その作業を専門に行う組織を新たに設置もしくはアウトソーシングするという対処
方法は有効である [57, 55]．そこで，システムエンジニア間での Q&Aのやり取りによる
作業効率の低下を抑制するために，回答を専門に行う組織を設置することは有効である
と考える．

この組織に属する人々は回答を行うことが仕事となるため，質問を行うシステムエン
ジニアは相手の作業状況を考慮する必要がなく，質問する相手が他の作業を行っている
場合よりも迅速に問題状況に即した知識や情報を回答として獲得することが可能となる．
また，誰に質問を送付すればよいかも明確になるため，必要な知識や情報を持っていそ
うな人を探すという，必要な知識や情報を得る上でのオーバーヘッドも減少する．

さらに，一人の人が様々なソフトウェア開発プロセスからの質問に回答を行うことを
経験することにより，ある問題状況に対して様々な観点から分析を行う能力が習得され，
質問を行ったシステムエンジニアは自分の意識していなかった問題状況の側面に関する
知らなかった知識や情報を回答において獲得する可能性が高くなる．このような知識や
情報は問題状況をより明確化するのに有効であり，問題解決の質の向上につながる．

4.5 まとめ:本アプローチにより期待できる四つ

の効果
本章では，2.3 節で論じた他者への質問による三つの弊害を解消し，3.4 節で論じた

他者への質問による三つの効果を維持もしくは高めるための仕組みとして，電子メール
を用いることによる効果と，電子メールの欠点を補うための回答作業を専門化するとい
うアプローチの効果とについて論じた．

29



電子メールを用いて他者との Q&Aのやり取りを行うことにより Q&Aの再利用が可能
となるため，他者への質問による三つ目の弊害を解消できることについて論じた．電子
メールを用いることにより問題状況に即した知識や情報をより多く記録することができ
るため，再利用性がさらに向上することについても論じた．

電子メールを用いた Q&A では，相手と問題状況に関する共通の理解を確立すること
が困難であり，相手から迅速に回答を獲得することも困難であることについて，対面や
電話等のコミュニケーションの利点と欠点とを比較することにより論じた．

相手との問題状況に関する共通の理解を確立することの困難さについて，ほんとんど
作業がコンピュータ端末上で行われるソフトウェア開発においては，対面などよりもむ
しろ電子メールの方が相手に正確かつ迅速に問題状況を伝達することができ，回答する
側も質問者に正確かつ迅速に問題状況に即した知識や情報を理解してもらうことが可能
であることについて論じた．

相手から迅速に回答を獲得することの困難さを解消するために，回答作業を開発プロ
ジェクトから分離し回答作業を専門に行う組織を設置することの効果について論じた．
非同期分散型で利用者の役割や負荷が対象的なグループウェアである電子メールを利用
することによる，(1) 相手の作業状況の考慮，(2) 必要な情報を獲得するまでのオーバー
ヘッドの削減，(3) 記述されることによる Q&Aの再利用性の向上，という三つの効果に
より，2.5 節で論じた他者への質問による三つの弊害がいずれも緩和されることについ
て論じた．また，他者への質問による第二と第三の効果が期待できる一方で，他者への
質問による第一の効果である問題状況に即した知識や情報の迅速な獲得という効果が減
じられること，および相手との問題状況の共有が困難であるという二つの問題があるこ
とについて論じた．必要な知識や情報の迅速な獲得のために回答作業を専門化すること
が効果的であり，さらに他者への質問による三つの弊害が解消され，Q&Aの管理が集中
的に行われるため再利用のためのシステムエンジニアの負荷が削減され Q&A の再利用
性が向上することについて論じた．相手との問題状況の共有が困難であることに対して
は，ほとんどの作業がコンピュータ上で行われているソフトウェア開発においてはスク
リーンショットやプログラムコードの電子メールへの添付といったコンピュータツール
にしかできない機能のおかげで対面よりもむしろ相手との問題状況の共有が行いやすい
こと，およびこのような実際の問題状況そのものが蓄積されることにより再利用性が向
上するという効果があることについて論じた．したがって，本枠組みにより期待できる
効果は以下の四つである．

第一の効果: 問題状況に即した知識や情報の迅速な獲得

第二の効果: 問題状況に即した意識していなかった知識や情報の獲得による問題状況の
再認識

第三の効果: 質問として明示化した問題状況を客観視することによる問題状況の再認識

第四の効果: 再利用される時に他者が理解するのに十分な情報が Q&Aとして記録される
ことによる再利用性の向上

次章では，株式会社エヌ ¢ティ ¢ティ ¢データで開発 ¢運用している，回答作業の専門
化と電子メールを利用することにより Q&Aを支援する仕組み，「技術支援システム」の概
要を説明し，上述した四つの効果を検証するための枠組みについて論じ，それぞれの効
果を検証するために行った調査内容と結果について論じる．
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第5章 事例に基づく効果の検証

　前章では，他者との Q&Aのやり取りを効率的に行うための枠組みとして，電子メール
の利用と回答作業の専門化を相互補完的に採り入れることの四つの効果について論じた．
本章では，このような枠組みを実際のシステムエンジニアの問題解決支援に導入した事
例として，株式会社エヌ ¢ティ ¢ティ ¢データで開発 ¢運用している「技術支援システム」
の仕組みを説明する．この技術支援システムを対象に 4.5 節でまとめた四つの効果を検
証するための枠組み，および個々の検証内容について論じる．

技術支援システムは，システムエンジニアからの電子メールによる質問に対して回答
を形成する技術支援チームと呼ばれる組織と，形成された Q&Aを蓄積し検索を通じてシ
ステムエンジニアに再利用してもらうためのデータベースとから構成されている．技術
支援チームおよびデータベースにどのような情報がどのような時点で入出力されるかに
ついて論じる．

質問もしくは再利用を通じて技術支援システムを利用したシステムエンジニア，およ
びデータベースに蓄積された Q&Aを対象に，4 章で論じた以下の四つの効果について検
証を行う．

第一の効果: 問題状況に即した知識や情報の迅速な獲得

第二の効果: 問題状況に即した意識していなかった知識や情報の獲得による問題状況の
再認識

第三の効果: 質問として明示化した問題状況を客観視することによる問題状況の再認識

第四の効果: 再利用される時に他者が理解するのに十分な情報が Q&Aとして記録される
ことによる再利用性の向上

第一から第三までの効果については，Q&Aが形成される時に技術支援チームに質問を
行ったシステムエンジニアを対象としたアンケート調査，およびアンケート調査に基づ
いた Q&Aの分析を通じて検証した．第四の効果については，再利用性を問題解決に有益
な知識や情報が迅速に獲得できたかどうかという観点から捉え，検索を行ったシステム
エンジニアに対するアンケート調査を通じて検証した．どのような調査がどのような時
点で行われたかについて論じる．

個々の効果の検証を行うにあたり，効果を検証するための仮説，仮説の検証方法，検
証結果のそれぞれについて論じる．

5.1 検証対象となる事例
本節では，回答作業を専門化 ¢組織化し，Q&Aによりシステムエンジニアが問題状況

に即した知識や情報を迅速に獲得することを支援する仕組みとして，株式会社エヌ ¢ティ
¢ティ ¢データで開発 ¢運用しているシステムエンジニアのための技術支援システム（以
下，技術支援システムと呼ぶ）の枠組みについて論じる．
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技術支援システムでは，システムエンジニアからの電子メールによる質問に対して，
技術分野ごとのエキスパートが回答を作成して電子メールで質問したシステムエンジニ
アに送付し，形成された Q&Aを技術支援システムのデータベースに蓄積し，ネットワー
クを通じて社内のシステムエンジニアが蓄積された Q&Aを検索により再利用できる仕組
みを開発 ¢運用している [88]．

この技術支援システムにおいて，システムエンジニアからの質問により回答が形成さ
れ，蓄積された質問と回答が検索を通じて他のシステムエンジニアに再利用されるまで
の流れは以下のようになる（図 5.1 参照）．

図 5.1: 技術支援システムの枠組み

1. システムエンジニアから電子メールにより問い合わせのあった質問に対して，ネッ
トワークやデータベースといった各ドメインの専門家約 20名から構成される「技
術支援チーム」が回答を電子メールで送付する．個々の質問に対し，技術支援
チームではチーム内の各メンバの専門性や能力等に応じて回答作成担当者が割り

振られる．担当者は，まず回答案をチーム内のメーリングリストに投稿し他のメ
ンバからのコメントを反映して回答の質を高めた上で，質問したシステムエンジ
ニアに対して回答を電子メールで送付する．

2. 上記 1. の手順で形成された Q&Aは，技術支援チームにおいて編集され，質問内
容ごとに（1）「トラブルシューティング依頼」（あるトラブルを解決する方法を
知りたい），（2）「実現機能調査依頼」（ある機能を実現するために考案した方法が
妥当かどうかを知りたい），（3）「製品等紹介依頼」（ある機能を持った製品等を
知りたい），（4）「比較評価依頼」（ある機能に関してどの製品等が優れているか
を知りたい），（5）「その他」，のいずれかに分類されデータベースに蓄積される．

3. Q&Aがある程度蓄積された時点から，このデータベースはシステムエンジニアに
対して公開されている．何らかの Q&Aを必要とするシステムエンジニアは，まず
Web を介してこの技術支援システムのデータベースに対してキーワードを用い
た全文検索を行うことによって必要な Q&Aの再利用を試みる．必要とする Q&Aを
検索によって得られなかった場合は，技術支援チームに電子メールによる質問を
行う．この場合，上記 1. と同じ手順で回答が作成され，質問と対になった Q&A

が上記 2. と同じ手順で技術支援システムのデータベースに蓄積される．
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表 5.1: 技術支援システムの特徴

運用実績 約 6 年間

Q&A 登録件数 約 13,000 件

質問数 約 200～300 件／月

参照数 約 7,000～8,000 件／月

総単語数 約 2,000 万語

ドメインターム数 約 600～700 万語

このような枠組みを備えた技術支援システムに蓄積されている Q&Aは表 5.1 に示すよ
うな特徴を備えている．Q&Aの登録数が約 13,000 件であることから，述べ約 13,000 人
のシステムエンジニアが技術支援チームに質問を行ってきており，Q&Aの形成に関する
第 1 と第 2 の効果の検証はこの約 13,000 人のシステムエンジニアを対象としたもので
ある．また，参照数が毎月述べ約 7,000～8,000 件であることから，毎月述べ約 7,000 人
～8,000 人のシステムエンジニアが技術支援システムに蓄積されている Q&Aを検索し参
照していることになる．再利用に関する第 4 の効果における再利用時の Q&Aの有益性に
関する調査ではこれらのシステムエンジニアを対象としている．

実際の Q&A の例を図 5.2 に示す．電子メールを用いて技術支援チームとシステムエ
ンジニアとの間でやり取りされた Q&Aは図 5.2 に示すように一つのドキュメントとして
編集されて蓄積されている．表 5.1 におけるドメインタームとはこのような Q&Aに含ま
れるソフトウェア開発に特有の専門用語，すなわち情報通信関連用語のことである．ド
メインタームの例を図 5.3 に示す．また，技術支援チームへの質問もしくは Q&Aの検索
により技術支援システムを利用したシステムエンジニアを対象に行ったアンケート調査
は図 5.4 のように，質問により回答を獲得した場合も Q&A の検索を行った場合も Web
ページとして表示された Q&Aの下部にアンケート入力項目が組み込まれており，該当す
る項目を選択しアンケート送信ボタンが押されることにより調査回答を収集している．
図 5.4 は検索結果に対する評価を行う場合の入力画面例である．図 5.4 では，Q&Aに添
付資料が貼り付けられていることもわかる．

5.2 検証のための枠組み
本節では，技術支援システムにおける他者との Q&A のやり取りによる四つの効果を

検証するための枠組みについて論じる．四つの効果を検証するための枠組みをまとめる
と図 5.5 となる．

第一の効果である， 問題状況に即した知識や情報が迅速に得られるかどうかを検証
するにあたり，質問する際にシステムエンジニアに回答期限を設定してもらうとともに，
実際に回答がシステムエンジニアに送付された日時のログを取得し，その差を計測した．

第二の効果である，他者からの回答により，意識していなかった問題状況に関する知
らなかった知識や情報が得られるかどうかを検証するために，質問により技術支援チー
ムから回答を得たシステムエンジニアに対して，得た回答をどう認識しているかに関し
てアンケート調査を行った．回答に対する意識として，（１）期待以上の知識や情報が得
られた，（２）期待通りの知識や情報が得られた，（３）期待以下の知識や情報しか得ら
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図 5.2: 調査対象となるQ&Aの例

Telnet，自動化，ネットワーク監視装置，ログ，

通信機器，スクリプト，DXP／DS，自動運転...

図 5.3: Q&Aに含まれるドメインタームの例
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図 5.4: アンケートの例
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図 5.5: 効果検証のための枠組み

36



れなかった，の三通りの判断基準を設定した．期待以上の知識や情報が獲得できた場合
が多いほど，第二の効果が得られていると判断する．また，第三の効果もあったと判断
する．回答は一人のエキスパートが担当して行うが，作成した回答は質問を行ったシス
テムエンジニアに送付する前に，技術支援チームの約 20 名のエキスパート全員がチェッ
クを行っているため，質問に即していない回答は基本的に作成されないと考えられ，回
答の良し悪しはその質問の良し悪しに依存すると考えるためである．

第三の効果である，他者への質問により問題状況が明確になったかどうかを検証する
にあたり，質問により満足できる回答を得るための質問の特徴について分析を行う．回
答の良し悪しはその質問の良し悪しに依存すると考えられるが，期待以上の回答を獲得
することのできた質問と期待以下の回答しか獲得できなかった質問との間に相違がなけ
れば，期待以上の回答が獲得できる場合が多くとも，質問を記述することにより問題状
況が明確化されているとは判断できないからである．

技術支援システムに蓄積された Q&Aは，実際的な問題状況に即した問題解決に必要
な知識や情報の事例である．こうした問題解決に有益な事例を迅速に再利用できること
により，類似した問題状況において迅速かつ適切に問題解決を行うことが可能となる．
そこで，第四の効果を検証するにあたり以下の二つの観点から調査を行った．

(1) 検索結果として得られた Q&Aが問題解決に有益かどうか

(2) 問題解決に有益な Q&Aを検索により迅速に獲得することができているかどうか

一つ目の調査は蓄積された Q&A が再利用においても有効かどうかを検証するための
ものであり，二つ目の調査はシステムエンジニアからの質問に対して直接回答を行う場
合とそれらを間接的に再利用する場合の両方において効果のある知識や情報の提供を検
討するためのものである．

5.3 第一の効果の検証：問題状況に即した情報の

迅速な獲得の検証
本節では，技術支援システムによりどれだけ迅速に問題状況に即した知識や情報をシ

ステムエンジニアが獲得できているかを検証するための方法と検証結果について論じる.
まず，問題状況に即した知識や情報を獲得する迅速性はシステムエンジニアが属して

いるプロジェクトの状況に依存すること，したがって，システムエンジニアが判断した
期限内に必要な知識や情報を質問したシステムエンジニアが得られるかどうかが迅速性
の判断基準となることについて論じる.

次に，このような迅速性を検証するために，システムエンジニアが質問を行う際に回
答期限を設定してもらうとともに，実際に回答がシステムエンジニアに送付された日時
に関するログを取得し，その差分を検証するという方法について論じる．

そして，その検証結果について，回答に対する三通りの認識，すなわち「期待以上」
「期待通り」「期待以下」のそれぞれの場合が，回答期限と回答が送付された日時との差
分にどのような影響があるかという観点から論じる．

5.3.1 検証のための仮説

問題状況に即した知識や情報を技術支援チームからどれだけ迅速に質問を行ったシス
テムエンジニアが得られるかを考えた場合，その迅速性はシステムエンジニアが置かれ
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ている問題状況に依存する．したがって，質問を行ったシステムエンジニアがいつまで
に問題解決に必要な知識や情報が得られればよいと考えているかに基づいて，実際に技
術支援チームの回答の迅速性を検証する必要がある．

そこで，質問を行うシステムエンジニアがいつまでに回答を得たいかという基準に基
づき，実際に回答が送付された日時との差分を検証する．つまり，システムエンジニア
が回答を欲しい期限内に実際に回答が送付されているかどうかを検証する．期限内に回
答が得られた比率が高いほど，技術支援システムを利用することにより質問を行ったシ
ステムエンジニアが満足できる迅速さにおいて回答が得られたことを意味する．

5.3.2 仮説の検証方法

システムエンジニアが技術チームのWebページから質問を入力する際に，「回答期限」
という入力欄を設ける．回答期限には，1 日とか 10 日というように回答が得られるま
での希望の日数を入力してもらう．一方，質問が入力された日時と，実際に回答が質問
を行ったシステムエンジニアに送付された日時に関するログを取得する．

質問が入力された日時から実際に回答が送付された日時までの，土曜日と日曜日およ
び祝日などの日数を除いた値を日単位で計算し，回答期限として設定された日数と比較
した．

また，回答期限内に回答が得られたとしても，その回答が問題解決に必要な知識や情
報を含んでいなければ意味がない．そこで，回答期限内および回答期限外の回答のそれ
ぞれについて，個々の回答が質問を行ったシステムエンジニアにどのように認識されて
いるかの比率を調査した．

対象としたデータは，平成 9年 1 月 1 日から平成 12 年 3 月末までの 8377 件の Q&Aと
した．この理由は，平成 8 年度以降は一年間にほぼ 25,000 件程度の Q&Aが蓄積されて
おり，技術支援チームが回答作業に対して慣れてきている時期と考えられるからである．

5.3.3 検証結果

8377 件の Q&Aのうち，回答期限が入力されていない場合が 18 件あった．この 18 件
を除く 8359 件について，回答期限内および回答期限外の比率を図 5.6 に示す．この図
から約 80%のシステムエンジニアが回答期限内に回答を得ることができていることが分
かる．

一方，回答期限内および回答期限外の回答に対して，質問を行ったシステムエンジニ
アがどのような評価を行っているかという比率を調査した．対象となるデータは平成 9
年 1 月 1 日から平成 12 年 3 月末までに回答に対する評価が得られた 995 件の Q&Aであ
り，これら 995 件の Q&Aはすべて回答期限が入力されていた．これら 995件の回答がど
のように認識されているかという比率を，回答期限内のものと回答期限外のものとで比
較した結果が図 5.7 である（5.4 節を参照）．

図 5.7 において，回答に対する認識の差異と回答期限に対する超過という二つの指標
間に関連性があるかどうかを検定する．帰無仮説はこの二つの指標が独立であるという
もので，相関が 5%以下の場合にこの帰無仮説を棄却する．まず，帰無仮説に基づいて
現在得られている数値の期待値を算出する必要がある．しかし，これらの数値を理論的
に算出することは不可能である．これら二つの指標間の数値的な関係に関する理論的根
拠がないからである．そこで，同じ調査を何度繰り返しても 995件のデータが取得され，
期限内の場合が 746 件で期限外の場合が 249 件，期待以上の場合が 511 件で期待通りが
382 件で期待以下が 102 件という比率であると仮定する．この仮定に基づくそれぞれの
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図 5.6: 回答期限に関する調査結果

図 5.7: 回答期限と回答に対する認識との関係
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期待値は表 5.2 に示す通りである．すなわち，期待以上の場合は 995 件中 511 件を占め
ることから，期待以上でかつ期限内の期待値は，

746 ¤ 511=995 ' 383

となる．他の期待値も同様に計算される．

表 5.2: 回答に対する評価と回答期限との関連性 1

期限内 期限外 合計

期待以上 394 117 511

(746 ¤ 511
995 ' 383) (249 ¤ 511

995 ' 128) ( 511
995 ' 51%)

期待通り 279 103 382

(746 ¤ 382
995 ' 286) (249 ¤ 382

995 ' 96) ( 382
995 ' 39%)

期待以下 73 29 102

(746 ¤ 102
995 ' 77) (249 ¤ 102

995 ' 25) ( 102
995 = 10%)

合計 746 249 995

これらの期待値に基づいて Â2 検定を行うと，

Â2 = (394¡383)2

383
+ (117¡128)2

128
+ (279¡286)2

286
+ (103¡96)2

96
+ (73¡77)

77
+ (29¡25)2

25
' 3:01(¸ 5:99)

となる．回答に対する認識が三通り，回答期限が二通りであるから，この場合の自由度
は (3 ¡ 1) ¤ (2 ¡ 1) = 2 である．自由度 2 の Â2 分布における有意差 5%に相当する値
は 5.99 であり，この値よりも大きければ回答に対する認識と質問の分類とは関連性が
あると判断できる．計算した Â2 の値は 5.99 を下回り（22.2%），帰無仮説は採択され
る．すなわち，回答に対する認識と回答期限という二つの指標間の相関関係はないと判
断される．

この理由はシステムエンジニアが設定する回答期限はシステムエンジニアが置かれて
いる問題状況に依存するためであると考えられる．すなわち，回答期限はシステムエン
ジニアが置かれている問題状況の以下の二つの要因に依存すると考える．

緊急性: システムエンジニアが所属するプロジェクトのスケジュールに基づいて，いつ
までに自分の抱えている問題を解決しなければいけないのかが決定される．その
問題解決の期限により，回答が必要な期限が決定される．

複雑性: 質問内容がどれだけ複雑でどれだけの調査が必要なのかにより，回答が得られ
るまでにどの程度の日数がかかるかが判断される．

この二つのバランスにより，質問を行うシステムエンジニアは回答期限を設定すると
考えられる．したがって，例え期待以上の回答が得られた場合でも，緊急性が高かった
り，質問が複雑であった場合には回答期限を超過してしまう場合が増える．そこで，回
答期限から 5 日（土日を除く 1 週間）まで超過した回答を期限内として，対象となる
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図 5.8: 期限超過 5日までを期限内とした場合の回答期限と回答に対する

認識との関係

995 件の回答がどのように認識されているかという比率を，回答期限内のものと回答期
限外のものとで比較した結果が図 5.8 である．

図 5.8 において，回答に対する認識の差異と回答期限に対する超過という二つの指標
間に関連性があるかどうかを検定する．先ほどと同様に帰無仮説はこの二つの指標が独
立であるというもので，相関が 5%以下の場合にこの帰無仮説を棄却する．それぞれの
期待値は表 5.3 に示す通りである．

これらの期待値に基づいて Â2 検定を行うと，

Â2 = (481¡468)2

468 + (30¡43)2

43 + (343¡350)2

350 + (39¡32)2

32 + (87¡93)
93 + (15¡9)2

9
' 10:35

となる．回答に対する認識が三通り，回答期限が二通りであるから，この場合の自由度
は (3 ¡ 1) ¤ (2 ¡ 1) = 2 である．自由度 2 の Â2 分布における有意差 5%に相当する値
は 5.99 であり，この値よりも大きければ回答に対する認識と質問の分類とは関連性が
あると判断できる．計算した Â2 の値は 5.99 を上回り（0.6%），帰無仮説は棄却される．
すなわち，回答に対する認識と回答期限という二つの指標間に相関関係があると判断さ
れる．
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表 5.3: 回答に対する評価と回答期限との関連性 2

期限内 期限外 合計

期待以上 481 30 511

(911 ¤ 511
995 ' 468) (84 ¤ 511

995 ' 43) (511
995 ' 51%)

期待通り 343 39 382

(911 ¤ 382
995 ' 350) (84 ¤ 382

995 ' 32) (382
995 ' 38%)

期待以下 87 15 102

(911 ¤ 102
995 ' 93) (84 ¤ 102

995 ' 9) (102
995 ' 10%)

合計 911 84 995

5.4 第二の効果の検証：回答による問題状況の再

認識の検証
本節では，他者に質問することにより意識していなかった問題状況に関する知らな

かった知識や情報が得られるかどうかという，本アプローチにより期待できる二つ目の
効果を検証するために，質問を行ったシステムエンジニアがそれによって得た回答に対
してどのような認識をしているかを分類し，検証する上での判断の仮説について論じる．
次に実際にアンケート調査を行った方法について論じる．そして，アンケート調査の結
果について論じる．

5.4.1 検証のための仮説

アンケートを実施するために，回答に対して質問したシステムエンジニアがどのよう
に認識するかを，意識していた知識や情報が回答に含まれていたかどうかという観点か
ら，以下の三つに分類した．

期待以上: システムエンジニアが質問に対して意識していた以上の知識や情報が回答に
含まれ，かつそうした知識や情報が問題解決に有益であった場合を指す．

期待通り: システムエンジニアが質問に対して意識していた通りの知識や情報が回答の
中でほぼ過不足なく含まれ，そうした知識や情報が問題解決に有益であった場合
を指す．

期待以下: システムエンジニアが質問に対して意識していた知識や情報よりも少ない知
識や情報しか回答の中に含まれておらず，問題解決に不充分であった場合，およ
び，意識していたものとは異なる知識や情報が回答に含まれ，そうした知識や
情報が問題解決に役に立たなかった場合を指す．すなわち，意識していた知識や
情報であるか否かに関わらず，回答が問題解決に十分に役に立たなかった場合で
ある．
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システムエンジニアにアンケートを行う際に，回答に対する認識が（１）期待以上，
（２）期待通り，（３）期待以下，の三つの選択肢を与えた場合，システムエンジニアの
この三つの選択肢の意味に対する理解は，前述した内容の通りになると考える．なぜな
ら，この三つの選択肢の中で負の意味を持つのは「期待以下」だけであり，「期待以上」
と「期待通り」の差を考えた場合，「期待通り」は問題解決に役に立つ知識や情報が満
足いく程度に得られた場合と判断し，期待以上という言葉には予想していた以上という
ニュアンスがあることから，予想していた以上の知識や情報が得られ，かつそれらの知
識や情報が問題解決に役に立った場合であると判断されると考えられる．すなわち，回
答に対する認識が「期待以上」とは，システムエンジニアが意識していなかった問題状
況の側面に関する知識や情報が回答に含まれ，かつそうした知識や情報がその問題状況
を解決するために役に立つと認識された場合である．

したがって，この三つの選択肢により質問を行ったシステムエンジニアにそれによっ
て得た回答に対する認識を調査した場合の検証の仮説は，回答に対して「期待以上」と
認識するシステムエンジニアが多ければ多いほど，技術支援システムがソフトウェア開
発における問題解決の質を高める上で有効であると判断する．

5.4.2 仮説の検証方法

アンケートは技術支援チームの Web ページに用意した．そして，質問をしたシステ
ムエンジニアに電子メールで回答を送付する際に，記述した回答の下部にそのアンケー
トページへのリンクとアンケートへの回答を促す旨の記述を自動的に付加するように
した．

このような方法をとることにより，ヒアリングやアンケート用紙への記述といった調
査方法に比べてコストがかからず，また，アンケートへ回答する負担も少なくなる．し
たがって，アンケートの回収率を上げることが期待できる．また，アンケートに回答す
ることを強制しないことにより，アンケートに回答する意志を持ったシステムエンジニ
アだけがアンケートに答えることになり，アンケートに対する回答の精度を向上させる
ことが期待できる．アンケートに回答する意志を持つ場合とは，有益な知識や情報が得
られ，その感謝を伝えようとする場合か，もしくは，有益な知識や情報が得られず，そ
の不満を伝えることで今後の改善を望む場合であると考えられる．これにより，「期待通
り」という中間的な回答が減少することが期待できる．しかし，「期待以下」の回答しか
得られず，かつ，今後の改善を諦めてしまったシステムエンジニアからはアンケートに
対する回答を得られない可能性が高くなる．

対象としたデータは，平成 9年 1月 1日から平成 12 年 3 月末までの 8377件の Q&Aと
した．この理由は，平成 8 年度以降は一年間にほぼ 25,000 件程度の Q&A が蓄積されて
おり，技術支援チームが回答作業に対して慣れてきている時期と考えられるからである．

5.4.3 検証結果

平成 9 年 1 月 1 日から平成 12 年 3 月末までに回答に対する評価が得られた件数は
995 であった．その内訳は，「期待以上」511 件，「期待通り」382 件，「期待以下」102 件
であった（図 5.9 を参照）．

「期待以下」が極端に低い理由は二つ考えられる．一つは 5.1.2 で述べたように，「期
待以下」の回答しか得られなかったが，技術支援システムに対する今後の改善を諦めて
しまったシステムエンジニアからはアンケートに対する回答を得られない可能性が高い
からである．もう一つの理由は，実際に回答の質が高く，そもそも「期待以下」の回答
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図 5.9: 回答に対する認識に関する調査結果

が形成されている比率が低いということである．この根拠は，ある質問に対して回答を
作成する担当者は一人であるが，他の約 20 名のメンバが質問と回答とを審査している
ため，質問に対する誤った認識や不適切な回答等は基本的には生じないと考えられるか
らである．「期待以上」が少ないことに対してこのような理解に基づくと，「期待以上」は
「期待以下」の約 5 倍であり，技術支援チームに質問を行うことにより，システムエン
ジニアは他者に質問することにより意識していなかった問題状況に関する知らなかった
知識や情報を得ることが十分に支援されていると判断する．

5.5 第三の効果の検証：質問の記述構造に関する

調査
本節では，前節で述べた調査結果に基づいて，システムエンジニアが技術支援チーム

に質問を行うことにより，自分の置かれている問題状況を明確にすることができている
かどうかという三つ目の効果を検証するための方法と結果について論じる．

まず，質問において問題状況が明確になっているかどうかを判断する基準として，質
問を行うことにより得られた回答に対して質問を行ったシステムエンジニアがどのよう
に認識したかという前節の調査結果を用いることの理由について論じる．

どのような質問が問題状況を明確にしている，すなわち，質問により他者から問題状
況に即した知らない知識や情報を得るために有効であるかを調査するための方法につい
て論じる．そのような質問とは質問内容に応じた記述構造とその構成部分における情報
通信関連用語（ドメインターム）の比率に特徴があるという観察結果が得られたことに
ついて論じる．
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5.5.1 検証のための仮説

3.3 節で述べたように，質問によって問題状況が明確になるという効果は，明らかに
なった問題状況を他者に伝えることにより，他者からその問題状況に即した知識や情報
を得るために必要とされる. そして，問題状況に則した知識や情報の中でも，意識して
いなかった問題状況に関する知らない知識や情報が他者から得られることが，問題状況
のさらなる明確化，ひいては問題解決の質を高める上で重要である.

したがって，5.3 節で分類した回答に対する三つの認識のうち，「期待以上」と評価さ
れた回答の比率が質問により問題状況が明確化されているかどうかの判断基準となる.

このような考えに基づいた場合，5.3.3 節の調査結果から，約 50%のシステムエンジ
ニアが「期待以上」の回答，すなわち，意識していなかった問題状況に関する知らなかっ
た知識や情報を獲得している. すなわち，約 50%のシステムエンジニアが技術支援チー
ムに質問を行うことにより問題状況を効果的に明確化することができている. しかし，
「期待以上」と認識された回答と「期待以下」と認識された回答とが形成される元となっ
た質問の記述の仕方に差異がなければ，「期待以上」の回答を約 50%のシステムエンジ
ニアが獲得しているからといって，その質問が問題状況を明確にしているとは判断でき
ない．もし，「期待以上」と認識された回答と「期待以下」と認識された回答とが形成さ
れる元となった質問の記述の仕方に差異がないならば，それは回答の仕方に問題がある
ことを意味する．

そこで，「期待以上」および「期待以下」と認識された各回答と対になった質問が，技
術支援システムのデータベースに蓄積される際に技術支援チームによってどのように分
類（5.1 節を参照）されたかを図 5.10 に示す．

図 5.10: 回答に対する認識とQ&A の分類との関係

図 5.10 において，回答に対する認識の差異と質問の分類とが関連するかどうかを検
定する．一つの質問に対して回答を作成する担当者は一人であるが，他の約 20名のメン
バが質問と回答とを審査することを考えれば，回答の質のレベルはどのような質問の内
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容であってもほぼ均一であると考えられ，期待以上の場合と期待以下の場合とにおける
質問の分布は同じになると考えられる．そこで，期待以上と期待以下とが合わせて 613
である標本を複数回にわたって収集した場合に，今回と同様，期待以上が 511，トラブ
ルシューティング依頼が 263，実現機能調査依頼が 215，製品等紹介依頼が 99，比較評
価依頼が 36 であるとした場合のそれぞれの期待値は表 5.4 に示す通りである．すなわ
ち，トラブルシューティングは 613 件中 263 件を占めることから，トラブルシューティ
ング依頼でかつ期待以上の場合の期待値は，

511 ¤ 263=613 = 511 ¤ 0:43 = 219

となる．他の期待値も同様に計算される．

表 5.4: 回答に対する評価と質問分類との関連性

期待以上 期待以下 合計

トラブルシュー 240 23 263

ティング (511 ¤ 263
613 ' 219) (102 ¤ 263

613 ' 44) (263
613 ' 43%)

実現機能調査 179 36 215

(511 ¤ 215
613 ' 179) (102 ¤ 215

613 ' 36) (215
613 ' 35%)

製品等紹介 61 38 99

(511 ¤ 99
613 ' 53) (102 ¤ 99

613 ' 16) ( 99
613 ' 16%)

比較評価 31 5 36

(511 ¤ 36
613 ' 30) (102 ¤ 36

613 ' 6) ( 36
613 ' 6%)

合計 511 102 613

したがって，回答に対する認識と質問の分類とに関する Â2 検定を行うと，

Â2 = (240¡219)2

219
+ (23¡44)2

44
+ (179¡179)2

179
+ (36¡35)2

35
+ (61¡53)

53
+ (38¡16)2

16
+ (31¡30)2

30
+ (5¡6)2

6
' 43:69(¸ 7:81)

となる．回答に対する認識が期待以上か期待以下かの二通り，質問の分類が四通りであ
るから，この場合の自由度は (2 ¡ 1) ¤ (4 ¡ 1) = 3 である．自由度 3 の Â2 分布における
有意差 5%に相当する値は 7.81 であり，この値よりも大きければ回答に対する認識と質
問の分類とは関連性があると判断できる．計算した Â2 の値は 7.81 を大幅に上回ること
から，回答に対する認識と質問の分類とは強い関連性があると判断できる．すなわち，
回答に対する認識が異なれば質問の分類も異なる傾向が強いと判断できる．

したがって，トラブルシューティング依頼に関する質問は，「期待以上」の回答を得る
確率が高く，逆に，製品等紹介依頼に関する質問では「期待以下」の回答しか得られな
い確率が高い傾向があると判断できる．すなわち，質問の内容によってそれに対する回
答の認識に差異が生じていることとになり，質問の記述の差異により，それにより得ら
れる回答に対する認識に差異が生じていることを裏付けていると判断できる．
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5.5.2 仮説の検証方法

「期待以上」と認識された回答と「期待以下」と認識された回答とが形成される元と
なった質問の記述の仕方の差異を検証する．

まず，質問の内容ごとに「期待以上」の回答が形成される元となった質問と「期待以
下」の回答が形成される元となった質問の構造に差異が見られるかどうかを調査した．
まず質問の内容ごとに「期待以上」の回答が形成される元となった質問と「期待以下」
の回答が形成される元となった質問の構造を手作業により分析した結果，いずれの場合
の質問も共通して表 5.5 のような構造が抽出された．すなわち，質問を構成する要素と
して「システム要求事項」「機能要求事項」「機能実現方法」「トラブル状況」「比較対象」
の五つが抽出され，それぞれの質問の内容に応じて質問に含まれる構成要素は異なる．
「システム要求事項」とは，ある機能をシステムにより実現するために必要なネットワー
クやオペレーションシステムなどに関する特徴を記述した部分であり，「機能要求事項」
とは，システムによりどのような機能を実現したいのかに関して記述された部分である．
また，「機能実現方法」とは，「システム要求事項」と「機能要求事項」とに基づいて，ど
のように機能を実現していくかという方法に関して記述された部分であり，「トラブル状
況」とは，機能を実現するにあたって生じた問題に関して記述された部分である．そし
て，「比較対象」とは「システム要求事項」と「機能要求事項」とを満足させる製品やコ
ンポーネント，設計方法等において複数の候補が挙げられており，そのどれが適切かを
質問によって尋ねる場合に，挙げられた候補に関する情報が記述された部分である．

表 5.5: 質問の種類と記述構造との関係
質問構成要素 主な質問分類

トラブル対処 実現機能調査 製品等紹介 比較評価

システム要求事項 ○ ○ ○ ○

機能要求事項 ○ ○ ○ ○

機能実現方法 ○ ○

トラブル状況 ○

比較対象 ○

各質問内容に分類される質問は，構成要素のうちの最も関連が深い要素だけでなく他
の要素も含んでいる．例えば「トラブルシューティング依頼」の場合，質問者であるシ
ステムエンジニアは「トラブル状況」を伝え，その解決方法を技術支援チームから引き
出すことが目的であると考えられる．そして，「トラブル状況」を伝えるためのコンテク
ストとして，トラブルが生じることとなったある機能を実現するための方法（「機能実
現方法」），および，どういう機能の実現が要求されているか（「機能要求事項」）や機
能実現するためにネットワークやオペレーションシステムなどの特徴（「システム要求
事項」）などの記述がなされていると考えられる．

また，実現機能調査依頼の場合，システムエンジニアは「機能実現方法」を説明し，
その方法が妥当なものかどうかという判断を技術支援チームから獲得するのが目的であ
ると考えられる．そして，「機能実現方法」を説明するためのコンテクストとして，「機能
要求事項」や「システム要求事項」が記述される．製品等調査依頼や比較評価依頼の場
合も同様である．

このように「期待以上」の回答を得た場合も「期待以下」の回答を得た場合にも質問
が記述される構造は共通していることが観察された．そこで，質問の記述の仕方に差異
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表 5.6: ドメインタームを抽出した質問数

期待以上 期待以下

トラブルシューティング 23 23

実現機能調査 36 36

製品等紹介 38 38

比較評価 5 5

があるとすれば質問を構成する要素がどのように記述しているかが異なると考える．そ
こで，質問の構成要素の記述の仕方を検証するために，各構成要素に含まれる情報通信
関連用語（ドメインターム）の比率を，比較する．このようなドメインタームの数量が
多いほど，記述内容の曖昧性は減少する [17] と考えるからである．

5.5.3 検証結果

ドメインタームを抽出した質問数は，質問内容が四つの分類のいずれであったか，お
よび回答に対する認識が「期待以上」か「期待以下」かという分類に対して，それぞれ
表 5.6 に示した値であった．これらの数字は，表 5.10 において期待以下の場合にそれぞ
れの質問分類に分けられた Q&A の数と同じであり，この数だけ「期待以上」の場合に
対しても無作為抽出を行った．無作為抽出の方法はくじ引き方式による単純任意標本抽
出に基づく．

質問の各構成要素に含まれるドメインタームを抽出するにあたっては，Windows95
などの製品マニュアルや，以下の辞書を参照しながら人手で行った．ある質問部分から
抽出されたドメインタームの例は図 5.3 に示したとおりである．そして，抽出したドメ
インタームの平均個数と分散 ¾2 は表 5.7 に示す通りである．

² member.nifty.or.jp/~toyoki/pcdic/

² www.ascii.co.jp/ghelp/

² www.alles.or.jp/~cherub/abbreasy/

² www.asuka.net/wavedic/

² www.big.or.jp/~mio/ga/cd/cddic/cd_dic.htm

² www.fmworld.ne.jp/internet/p1400000/p1400000.html

² www.lares.dti.ne.jp/~yomi/

「期待以上」および「期待以下」の回答を獲得する元となった各質問内容ごとの平均
のドメインターム数は表のようであった．

図 5.11 と図 5.12 に，「期待以上」の回答を得た質問と「期待以下」の回答を得た質問
とにおいて，質問の各構成部分にどれだけのドメインタームが分布しているかを比較し
た結果を示す．図 5.11と図 5.12とが示しているように，例えばトラブルシューティング
依頼の場合，システムエンジニアが，質問を発する際の目的である「トラブル状況」の
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表 5.7: 抽出したドメインタームの平均個数

期待以上 期待以下

トラブルシュー 113 109

ティング ¾2 = 111:8 ¾2 = 132:2

実現機能調査 87 85

¾2 = 49:3 ¾2 = 60:0

製品等紹介 56 61

¾2 = 132:9 ¾2 = 149:9

比較評価 63 58

¾2 = 98:7 ¾2 = 125:6

図 5.11: 質問におけるドメインタームの分布と回答に対する認識 (1)
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図 5.12: 質問におけるドメインタームの分布と回答に対する認識 (2)

情報よりも，そのコンテクストである「機能実現方法」に関する情報をより詳細に（ド
メインタームを多く用いて）記述した方が，「期待以上」の回答を得られられる確率が高
いことが分かる．逆に，システムエンジニアが，質問を発する際の目的である「トラブ
ル状況」に関する情報を十分に伝えることだけを意識し，「機能実現方法」に関する情報
が不充分であると，「期待以下」の回答しか得られないことが多い．このような傾向は製
品等紹介依頼に属する質問以外で観察された．表 5.4 と同様に，回答に対する認識と構
成部分に含まれるドメインタームの分布との関連性について各質問分類ごとに Â2 検定
を行ったところ，

² トラブルシューティング ) Â2 ' 13:53

² 実現機能調査 ) Â2 ' 16:04

² 製品等紹介 ) Â2 ' 0:44

² 比較評価 ) Â2 ' 11:03

という値がそれぞれ得られた．トラブルシューティング依頼の場合，回答に対する認識
が二通り，構成要素が四通りなので自由度は 3 である．自由度 3 の Â2 分布における有
意差 5%に相当する値は 7.81 なので，トラブルシューティング依頼に関しては回答に対
する認識と構成部分に含まれるドメインタームの分布とには関連性があると判断できる．
実現機能調査依頼と比較評価依頼の場合，回答に対する認識が二通り，構成要素が三通
りなので自由度は 2 である．自由度 2 の Â2 分布における有意差 5%に相当する値は 5.99
なので，いずれの場合も回答に対する認識と構成部分に含まれるドメインタームの分布
とには関連性があると判断できる．製品等紹介依頼に関しては，回答に対する認識が二
通り，構成要素が二通りなので自由度は 1 である．自由度 1 の Â2 分布における有意差
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5%に相当する値は 3.84 であるから，製品等紹介依頼に関しては回答に対する認識と構
成部分に含まれるドメインタームの分布とには関連性がないと判断できる．

したがって，技術支援チームから「期待以上」の回答，つまり問題状況に即した意識
していた以上の知識や情報をシステムエンジニアが得るためには，技術支援チームがそ
のような回答を作成するために必要とする質問の構成要素に関してドメインタームを十
分に含んで記述することが重要である．そのような質問が問題状況を適切に記述してい
る質問であると言える．製品等紹介依頼の質問に関しては，その構成部分はシステム要
求事項と機能要求事項の二つと少ないため，回答者とにっては質問の意図を限定するコ
ンテクスト情報が少ないことが期待以上の回答を得ずらい原因ではないかと考えられる．

5.6 第四の効果の検証：Q&Aの再利用性の検証
本節では，第四の効果である再利用性の向上を検証するための仮説と検証方法，検証

結果について論じる．技術支援システムに蓄積された Q&Aの再利用性を以下の二つの観
点から検証する．

² 検索結果として得られた Q&Aが役に立ったかどうか，そのうち期待以上の知識や
情報が含まれていた割合はどのくらいか

² 役に立つ Q&Aを検索により迅速に獲得できたかどうか

まず，検索結果として得られた Q&A に問題状況に即した意識していた以上の知識や
情報がどの程度含まれているかを検証するにあたり，検索結果に対してシステムエンジ
ニアがどのように認識するかを「役に立つ」ものかどうか，および「要求していたもの
かどうか」という二つの観点から分類した理由およびその結果について論じる．

次に，「役に立つ」Q&Aを迅速に獲得できているかどうかを調べるために，現在，技術
支援システムで利用している全文検索の方法に関するアンケート方法とその結果，およ
び「役に立つ」Q&Aを迅速得るための検索手法について論じる．

5.6.1 検索結果として得られたQ&Aの有益性に関する調査

データベースを検索した SEが，検索結果として提供された Q&Aをどのように認識し
ているかについて，以下の二つの観点から調査した．

² 検索結果として提供された知識 Q&Aが「役に立つ」ものであったかどうか

² 検索結果として提供された知識 Q&Aが「要求していた」ものであったかどうか

この二つの観点を考慮した理由は，提供された Q&A がシステムエンジニアの要求し
ていないものであっても，検索を行う時点では意識されていなかった別の問題等に役に
立つ可能性があるからであ [80, 91]．このような Q&Aこそ，意識していなかった問題状
況に関する知らなかった知識や情報であり，問題状況をより正確に明確化すること，ひ
いては問題解決の質を高めることにつながる．そこで，検索結果として得られた Q&Aの
有益性に関するアンケート調査を行うにあたり，Q&Aに対する認識を図 5.13 に示すよう
に四つに分類した．「役に立つ」と認識される場合が多ければ多いほど再利用時における
Q&Aの有益性は高く，さらにそのうち「要求していないが役に立った」と認識される場
合が多いほど Q&Aの問題解決における再利用性は高いと判断する．
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図 5.13: 検索結果に対する認識の分類

技術支援システムのデータベースに対して検索を行ったシステムエンジニアを対象
に，検索結果として提供された Q&Aが「役に立ったかどうか」「要求していたものかど
うか」についてアンケート調査を実施した．平成 9 年 1 月 1 日から平成 12 年 3 月末ま
でに 3635 名からアンケートに対する回答が得られた．その結果を図 5.14 に示す．

この結果から，「要求していたものであり役に立った」と「要求していたものではな
いが役に立った」とがそれぞれ全体の約四割を占めることが観察された．したがって，
技術支援システムは，そのデータベースに蓄積された Q&Aが再利用される際にも，問題
解決に有効であると判断する．

また，この結果は従来の検索技術に新しい指針を与えるものである．すなわち，従来
の検索に関する研究では，再現率（すべての正解データのどれだけが検索結果に含まれ
ているか）と適合率（検索結果にどれだけ正解データが含まれているか）という，検索
者が検索意図を明示化できることを暗黙的に前提とした検索手法の評価を行ってきた．
しかし，本調査の結果から，検索結果が問題解決に役立つものであるためには，検索意
図が明示的に示されない場合すなわち「要求していたものではない」場合にも「役に立
つ」情報を提供することが重要である．

5.6.2 有益なQ&Aを獲得するまでの迅速性に関する調査

検索結果に対する認識に関するアンケートを行った際に，その検索結果を得るまでの
過程についてどのように認識しているかも合わせて調査した．アンケートの選択肢とし
て，（１）比較的容易に役に立つ Q&Aが得られた，（２）何度も検索条件を入力し直した上
で役に立つ Q&Aが得られた，（３）役に立つ Q&Aが得られなかった，の三つである．この
調査は平成 9 年 1 月 1 日から平成 10 年 12 月末にわたって実施され，511 件のアンケー
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図 5.14: 検索結果として得られたQ&A の有益性に関する調査結果

ト結果が得られた．その内訳を図 5.15 に示す．
「比較的容易に役に立つ Q&Aが得られた」場合が約 30%であり，これは迅速に問題

解決に役に立つ知識や情報が得られた場合と考えられる．しかし，「何度も検索条件を入
力し直した上で役に立つ Q&Aが得られた」場合が約 40%に及び，これは迅速に問題解
決に必要な知識や情報が得られなかった場合である．役に立つ Q&Aが得られなかった場
合も約 30%に及ぶ．役に立つ Q&A が得られない原因は，検索の仕方に問題がある場合
と，そもそも必要な Q&Aが技術支援システムのデータベースに蓄積されていない場合と
が考えられる．前者の場合は検索手法を検討しなおす必要がある．役に立つ Q&Aが迅速
に獲得できないことが繰り返されると検索するよりも直接技術支援チームや他のシステ
ムエンジニアに質問した方が早いと判断され，同じような質問が繰り返され，組織全体
のコミュニケーション効率が低下する．後者の場合，再利用時に役に立つと認識される
Q&Aをより多く蓄積しておくとともに，どのような Q&Aがすでに存在しどのような Q&A

が存在しないのかを把握できるような仕組みが必要である．

5.7 まとめ
本章では，回答作業の専門化による電子メールを用いた Q&A方式に基づくアプロー

チに期待される以下四つの効果が実際に確認されたことについて論じた．

第一の効果: 問題状況に即した知識や情報の迅速な獲得

第二の効果: 問題状況に即した意識していなかった知識や情報の獲得による問題状況の
再認識

第三の効果: 質問として明示化した問題状況を客観視することによる問題状況の再認識

第四の効果: 再利用される時に他者が理解するのに十分な情報が Q&Aとして記録される
ことによる再利用性の向上
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図 5.15: 有益なQ&Aを獲得するまでの迅速性に関する調査結果

まず，本アプローチに基づく実例として，株式会社エヌ ¢ティ ¢ティ ¢データで開発 ¢
運用している技術支援システムの枠組みと，質問もしくは検索により技術支援システム
を利用したシステムエンジニアの人数や形成 ¢蓄積された Q&Aの数量などを説明した．

第一の効果を検証するために，質問を送付する際に開発者に回答期限を設定してもら
い，回答が送付された日時に関するログとの差を集計した．約 80%の開発者が期限内に
回答を入手できており，期限内に回答を入手できた場合の回答に対する開発者の認識は
「期待以上」が，「期待以下」の比率より高く，逆に，期限内に回答を得られなかった場
合の回答に対する開発者の認識は「期待以下」が「期待以上」の比率を上回ることが観
察された．

第二の効果を検証するために，質問を行った開発者がその回答に対してどのように認
識しているかを調査した．995 件の調査回答が得られ，うち約 50%が「期待以上の情報
が得られた」と認識していることが観察された．

第三の効果を検証するために，質問内容に応じてその構造を分析し，質問の構成部分
にどれだけのドメインターム（情報通信関連用語）が分布しているかを調査した．「期待
以上」と認識された回答を入手することができた質問と，「期待以下」と認識された回
答しか入手することができなかった質問とでは，ドメインタームの分布に違いが観察さ
れ，期待以上の回答を獲得するためには問題そのものの記述よりもそのコンテクストと
なる部分をより詳細に記述する必要があることが観察された．

第四の効果を検証するために，Q&A の再利用性について，検索結果として得られた
Q&Aの有益と有益な Q&Aを得るまでの迅速性という観点から調査を行った．有益性に関
しては要求していたか否かに関わらず役に立ったと認識される場合が約 80%を占め，さ
らに「要求していないが役に立った」場合が約 50%を占める．迅速性に関しては容易に
有益な Q&Aを獲得できた場合は全体の 30%に留まる．

次章では，有益な Q&Aの迅速な形成と再利用とを統合的に支援することを中心とし
て技術支援システムを改善するため開発したプロトタイプシステム「コミュニティ知識
ベース環境」の枠組みと仕組みについて論じる．
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第6章 コミュニティ知識ベース

環境：検証結果に基づく

改善

　本章では，質問形成と Q&Aの検索の支援を中心に本アプローチを改善するための枠組
みと，開発したプロトタイプシステム「コミュニティ知識ベース環境」の仕組みについ
て論じる．本アプローチは電子メールを用いることにより質の高い Q&Aを迅速に形成 ¢
蓄積し，質の高い Q&Aを迅速に再利用することを支援する枠組みである．このような知
識管理においては，Q&Aの形成と再利用とを統合的に考慮する必要があることについて
論じる．

本アプローチにおけるこれら二つの側面を統合的に考慮するために，5.3.3 節で得ら
れた回答に対する質問者の認識に関する調査結果と，5.6.1 節で得られた検索結果とし
て得られた Q&Aに対する検索者の認識に関する調査結果との相関関係を調査した結果に
ついて論じる．

本アプローチにおける検索を改善するにあたり，5.5 節で抽出された質問の記述構造
が検索にも応用できるのではないかと考え，質問の記述構造を反映したキーワードセッ
トとそうではないキーワードセットとを用いた場合とで Q&Aの全文検索による適合率に
どのような違いが見られるかを検証した結果について論じる．

以上の結果から，質の高い Q&Aを迅速に形成 ¢蓄積し，質の高い Q&Aを迅速に再利用
することをより効率的に支援するためには，質問を行う場合にも検索を行う場合にも質
問の記述構造を意識することが重要であることが判明した．質問を行う場合，あるいは
検索を行う場合に質問構造を意識させるために開発したプロトタイプシステム「コミュ
ニティ知識ベース環境」の仕組みについて論じる．

6.1 Q&Aの形成と再利用の統合的支援のための

調査
本アプローチは電子メールを用いることにより質の高い Q&Aを迅速に形成 ¢蓄積し，

質の高い Q&Aを迅速に再利用することを支援する枠組みである．このような知識管理に
おいては，以下の二つの観点を統合的に考慮する必要がある．

知識の形成: いかに質の高い知識をより多く [52, 79]，実務を通じて漸次的に [53] 形成
し蓄積していくか

知識の再利用: 形成 ¢蓄積された知識を再利用する際に，「検索 ¢理解 ¢フィードバック」
というサイクルをいかに円滑に支援するか [25]
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本アプローチもしくはその具現化である技術支援システムを改善するにあたっては，
質問形成（知識の形成）と Q&Aの検索（知識の再利用）を個別に支援するのではなく，
統合的に支援する必要がある．

そこで本節では，質の高い Q&Aを迅速に形成 ¢蓄積し，質の高い Q&Aを迅速に再利用
することを統合的に支援するために，技術支援システムにおいて行った以下の二つの観
点からの調査について論じる．

(1) 形成時においても再利用時においても質の高い Q&Aとはどのような特徴を持ってい
るか

(2) 形成時においても再利用時においても質の高い Q&Aを迅速に形成 ¢再利用するため
にはどのような手法が有効か

6.1.1 形成と再利用とにおけるQ&Aの質の相関関係に関

する調査

5.6.1 節で示した結果（図 5.14）から，技術支援システムのデータベースが「役に立
つ」Q&Aを利用者であるシステムエンジニアに提供できるのであれば，検索手法の良否
（利用者が要求していたかどうか）に関わらず，利用者は技術支援システムにおけるデー
タベースの検索により問題解決に有益な Q&Aを得ることができる．

データベースが提供した Q&A が利用者にとって「役に立つ」かどうかは，それが形
成されるときに「質問と回答」の対として十分な情報を持っているかどうかに依存する
と考えられ，以下のような分析を行った．

データベースから提供された Q&A を再利用するシステムエンジニアが認識した Q&A

の有益さ（5.6.1 節の図 5.14）と， Q&Aが形成され蓄積されるときの有益さ，すなわち
質問を行ったシステムエンジニアの回答に対する認識（5.4.3 節の図 5.9）との相関関係
について分析を行った．その結果を図 6.1 に示す．

図 6.1 において，期待以上の場合と期待以下の場合とにおける検索結果に対する認識
との関係について，5.5 節と同様に Â2 検定を行ったところ，70.80 という値が得られた．
この場合，回答に対する認識は二通り，検索結果に対する認識は四通りであるので，自
由度は (2 ¡ 1) ¤ (4 ¡ 1) = 3 である．自由度 3 の Â2 分布における有意差 5%に相当する
値は 7.81 であり，計算した結果はこの値を大幅に上回ることから，期待以上の場合と
期待以下の場合とで検索結果に対するに認識には強い関連があると判断される．すなわ
ち，システムエンジニアが再利用時に「役に立つ」と認識した Q&Aは，その Q&Aが形
成される際に質問者が「期待以上」と評価した回答とその元となった質問である傾向が
ある．逆に，形成される時点で質問者により「期待以下」と認識された回答とその質問
は，それが再利用されるときに「役に立たない」と利用者が認識する傾向がある．

5.5 節で論じた調査結果から，「期待以上」と認識される回答を獲得するためには，質
問において質問の内容に応じた記述構造を意識する必要がある．つまり，形成時と再利
用時においてともに有益であると認識される Q&Aを形成 ¢蓄積するためには，形成時に
質問の記述構造を意識して質問を形成することが重要である．

6.1.2 質の高いQ&Aの迅速な獲得に関する調査

5.3.3 節で論じたように，技術支援チームに質問することにより「期待以上」の回答
を迅速に獲得するためには，質問内容に応じた記述構造を意識して質問を行うことが有
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図 6.1: 形成時と再利用時のQ&A の有益さの相関関係

効である．一方，5.6.2 節で論じたように，役に立つ Q&Aを迅速に獲得するためには現
状の全文検索の手法では不充分である．そこで，本節では役に立つ Q&Aを迅速に獲得す
るための検索手法について行った検証実験について論じる．

Q&Aの検索を行うシステムエンジニアが置かれている問題状況と，技術支援チームに
質問を行うシステムエンジニアの状況とは，ソフトウェア開発において生じた問題を解
決するために問題状況に即した知識や情報を必要としているという点において類似して
いる．したがって，「期待以上」の回答を得るために質問を発するシステムエンジニアが
意識しなければならない質問の記述構造が検索においても利用できるのではないかと考
え，以下のような実験を行った．実験対象は，5.4 節における調査結果から，「期待以上」

の回答とその質問とが技術支援システムのデータベースに最も数多く蓄積されていると
考えられる平成 9 年 1 月 1 日から平成 12 年 3 月末までに形成された「トラブルシュー
ティング依頼」に関する Q&Aとした．

【実験の準備】質問を発した SE から「期待以上」と評価された回答とその質問の対
（Q&A）から 1 件を任意に抽出し，「要求していた」検索結果の「正解データ」と
して設定した．「正解データ」として設定した対の質問から，5.5 節において論じ
たものと同様の方法でドメインタームを切り出し，コンテクスト付加構造のどの
構成部分（「システム要求事項」，「機能要求事項」，「機能実現方法」，「トラブル
状況」）に属するかを調査した．

【実験 1】これら四つの各構成部分に属するドメインタームからそれぞれ一つずつを抽
出してキーワードセットとし，この中からキーワードとして一つ，二つ，三つ，
四つと組み合わせ，それぞれの組み合わせについて，技術支援システムのデータ
ベースに蓄積されている約 13,000 件の Q&A に対して AND 条件による全文検索
を行い適合率を調査した．

【実験 2】5.4 節で述べた結果から，トラブルシューティング依頼の場合に「期待以上」
の回答を獲得するためには，質問を発したシステムエンジニアはその質問の中で
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特に詳細に「機能実現方法」に関して記述（ドメインタームをより多く用いて）
しなければならない．そこで，この「機能実現方法」に属するドメインタームか
ら四つを任意に抽出してキーワードセットとし，この中からキーワードとして一
つ，二つ，三つ，四つと組み合わせ，それぞれの組み合わせについて，技術支援
システムのデータベースに蓄積されている約 13,000 件の Q&Aに対して AND 条
件による全文検索を行った場合の適合率を調査した．

適合率は検索結果の中にどれだけ正解が含まれるかという比率を示したものである．
検索結果の中に役に立つ Q&A が多く含まれているほど問題解決に有益な Q&A を迅速に
獲得できるため，適合率が高いほど有益な Q&Aを迅速に獲得できることを示す．以上の
ような実験準備と実験 1，2 を一つのセットとし計 10 セットを行った場合に計測された
適合率の平均を図 6.2 に示す．

図 6.2: 質問の記述構造を反映した検索手法による適合率に関する調査

結果

この結果から，コンテキスト付加構造の各構成部分に属するドメインタームからそれ
ぞれ一つずつを抽出してキーワードセットとした場合（実験 1），「要求していた」Q&A

を確実に獲得できることが観察された．また，検索に用いるキーワード数が少ない場合
でも，「機能要求事項」と「機能実現方法」に属するドメインタームを組み合わせること
により，適合率が飛躍的に向上することが観察された．一方，トラブルシューティング
に関する Q&Aを検索する場合，「トラブル状況」に属するドメインタームをキーワードと
しなくても適合率はあまり変化しないことも分かった．このことから，通常システムエ
ンジニアが重要であると感じる「トラブル状況」の説明は，検索の際にはあまり重要で
なく，むしろそのコンテクストを説明するようなキーワードで検索するほうが有効であ
るといえる．これは Q&Aの形成の際と同じ結果である．
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6.2 Q&Aの形成と再利用の統合的支援のための

条件
6.1 節で論じた二つの調査結果から，質の高い Q&Aを迅速に形成 ¢蓄積し，質の高い

Q&Aを迅速に再利用することを統合的に支援するためには，他者へ質問する際にもデー
タベースを検索する際にも，質問内容に応じた記述構造を意識することが重要であるこ
とが分かった．本節では，こうした質問内容に応じた記述構造をシステムエンジニアに
意識してもらうための枠組みについて論じる．

質問の記述構造を意識するためには，自分が置かれている問題状況について十分な知
識や情報を持っており，質問構造のどの構成部分にどの知識や情報が該当するかを把握
できていなければならない．つまり，自分の置かれている問題状況について質問構造に
則して十分に明確化 ¢明示化することができなければ質問の記述構造を意識して質問や
検索を行うことはできない．

自分の置かれている問題状況を明示化するということは，その問題状況に関してどこ
まで把握しており，何を把握していないのかを明確にする能力が要求される [63]．そし
て，問題状況をより正確に把握するためには，その問題状況に関する知識や情報（領域
知識）を習得する必要がある [19]．このような問題状況を把握するための領域知識や能
力を習得するために効果的な方法は，他者との相互作用である [12, 4, 46]．

現在の技術支援システムでも，Q&Aという他者との相互作用により，問題状況のより
正確な把握を支援している．しかし，質問形成という観点から見ると，システムエンジ
ニアが質問を記述する際に，記述した質問が適切かどうかを意識することは支援されて
いない．つまり，他者への質問によって獲得した回答に対して，「期待以上」「期待以下」
などといった認識はするが，なぜそのような認識をする回答が得られたか，「期待以上」
の回答を他者から得るためにはどのように質問を記述すればよいのかといったことを意
識することはない．このような意識をシステムエンジニアが持たない限り，領域知識や
問題状況を把握する能力を習得しても質問形成に効率的に反映させることは困難である．
問題状況に即した意識していなかった知識や情報を他者から得るために，自分の記述し
た質問が適切かどうかを意識した上で，他者との相互作用により領域知識や問題状況を
把握する能力を習得していく必要がある．

現在の技術支援システムの枠組みにおいて，自分の記述した質問が適切かどうかを意
識することは困難である．回答を行うことが技術支援チームの仕事となっているため，
質問を通じた回答の獲得という，他者との協調的な相互作用に主体的に関わっているこ
とが意識されないからである [29]．また，回答を行う技術支援チームも，質問に対して
必要な知識や情報を教授することが目的となり [54]，どのような質問であれば十分な回
答を形成できるかということまで意識されないため，Q&Aが他者との協調的な相互作用
であることを認識づらい．Q&Aの形成がこのような他者との協調的な相互作用であると
いう意識を質問する側も回答する側もともに持たなければ，より適切な質問とそれに対
する十分な回答とを形成していくことは困難である．

このような意識を他者との相互作用において持つためには，ある問題状況に関して専
門家ではない人同士が教え合うという方法が有効である [29]．この方法を現在の技術支
援システムに適用すると，持っている知識や情報の質や量が様々なシステムエンジニア
同士が質問と回答を行い合うことになる．しかし，システムエンジニア同士が質問と回
答を行い合うことは，3.4 節で述べたように，ソフトウェア開発全体の効率を低下させ
る．そこで，ある問題状況に関して関心を共有する人々が都合のよい時間と場所におい
て質問と回答を行うことのできる環境，すなわちシステムエンジニア間におけるネット
ワーク上でのコミュニティの形成が Q&Aを通じて支援されている環境が必要である．コ
ミュニティの定義は様々であるが，コミュニティの概念を最初に提唱したMcIver [44]や，
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様々なコミュニティに関する研究におけるコミュニティの概念を比較した Hillery [31]
によれば，一般的に以下の三つの条件を満たすことである．

(1) 他者との関心の共有に基づき，

(2) 他者との相互作用を行うことにより，

(3) ある集団の中でアイデンティティを確立すること

このようなコミュニティでは個々人は主体的にコミュニティでの活動に参加している
ため，他者との相互作用の質を意識することが促進される．すなわち Q&Aという相互作
用においては他者への質問の質や他者への回答の質が意識されるため，より問題状況が
明確化された質問とそれに関するより多くの知識や情報を含む回答の形成が促進される．
このようなコミュニティの効果により，問題状況を適切かつ迅速に明確化する能力や知
識を習得することが促進される．そこで，改善のためのアプローチである Q&Aを通じた
学習するコミュニティの形成の条件では，上述したコミュニティの三つの条件に以下の
四つ目の条件を加えて検討していく．

(4) 問題状況を迅速かつ適切に明確化する能力や領域知識を習得する

6.3 コミュニティ知識ベース環境
本節では，6.2 節で論じた質問の記述構造を意識するための条件を支援することによ

り技術支援システムを改善するための枠組みと，その枠組みを実装したプロトタイプシ
ステム「コミュニティ知識ベース環境」の仕組みについて論じる．

6.3.1 コミュニティ知識ベース環境の枠組み

6.2 で論じた条件を満足させることにより，質の高い Q&Aの迅速な形成 ¢再利用の統
合的支援という観点から技術支援システムを改善するためのプロトタイプシステムとし

て「コミュニティ知識ベース環境」を開発した．ここでのコミュニティとは，他のシス
テムエンジニアとの Q&Aという相互作用を通じて，問題状況を迅速かつ適切に明確にす
るための能力や知識を習得していくことを目的に主体的に参加する人々の集合体である．
本プロトタイプシステムの枠組みを図 6.3 に示す．

まず Q&Aが形成される時に取得される質問者や回答者の属性，形成された日時，Q&A

のカテゴリ，および Q&Aが再利用される時に取得される再利用者の属性，再利用された
日時，再利用の際の評価情報などを Q&A履歴として蓄積し，対応する Q&Aとのリンク
を形成する．この Q&A履歴はコミュニティに公開され，コミュニティの参加者は様々な
Q&A履歴の様々な属性により Q&A履歴をソートすることが可能である．

この Q&A 履歴は関心の共有や検索による再利用，他者への質問などを行う際に参照
される．関心を共有する場合には参加者は様々な属性で Q&A履歴を参照し自分の興味の
あるカテゴリが存在するかどうか，どのようなレベルの Q&Aが誰によっていつそこで形
成および再利用されているかといったことを把握することにより，自分の関心とコミュ
ニティとの活動との関係の有無を判断する．Q&A履歴を検索によって再利用する場合は，
主に Q&A履歴のカテゴリにより必要な Q&A 履歴を見つけ出し，その Q&A 履歴の過去の
再利用評価を見ることにより，誰がいつどのような評価をその Q&Aに対して行っている
かを把握し，それの Q&Aが自分にとって役に立ちそうかどうかを判断し，役に立つと判
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図 6.3: コミュニティ知識ベース環境の枠組み

断した場合はリンクをたどって実際の Q&Aを参照する．参照した Q&Aには評価を入力す
る機能が埋め込まれており，再利用評価が入力されるとその Q&A の履歴に追加される．
他者への質問の際には Q&A 履歴の主にカテゴリと質問者，回答者，再利用者の属性で
ソートして Q&A履歴を参照し，適切な回答が得られそうな人を見つけ出し，Web 上で
その人の氏名等と質問内容とを入力すると，指定された回答者に電子メールにより回答
依頼の通知がなされ，その電子メールには質問内容が登録された Web ページへのリン
クが添付されている．指定された回答者がこのリンクをたどって回答を入力すると，再
度電子メールにより質問者に回答が登録された通知がなされる．

Q&A履歴が公開されていることにより，コミュニティに参加しようとしている人はコ
ミュニティで行われている Q&Aが自分の関心と共通するかどうか，すなわち他の参加者
との関心の共有が可能かどうかを判断することが支援される．

Q&A履歴を参照して回答者を指定することにより，他者との Q&Aを通じた相互作用が
支援され，Q&Aのやり取りの質を意識することが可能となるとともに，お互いのアイデ
ンティティ，すなわちお互いがどのようなことに関心がありどのくらいの能力や知識を
持っているかを認識することが支援される．

Q&A履歴に過去にその Q&Aが再利用された際の評価が含まれていることにより，Q&A

履歴を参照することによりどの Q&Aが自分にとって役に立ちそうかを判断する基準が与
えられ，迅速に役に立つ情報を獲得することが支援される [62]．この評価を参照された
Q&Aを形成した質問者や回答者が参照することにより，今後の Q&A形成の質に対する認
識とコミュニティにおいて他者に自分の関心や能力などが意識されているというコミュ
ニティにおける自分のアイデンティティに対する認識とが支援される．
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6.3.2 プロトタイプシステム

コミュニティ知識ベース環境の開発は Lotus Notes上で行い，Domino Server を介し
たWeb アプリケーションとして開発した．Lotus Notesを利用した理由としては，デー
タベース機能や電子メール等のメッセージング機能，そしてコンポーネント間の情報の
やり取りを規定するエージェント機能など，本研究で提案するコミュニティ知識ベース
環境のようなグループウェアに必要な機能をすべて備えているためである．また，Web
アプリケーションとした理由は，将来的に SOHO やテレワーク等の多用な働き方に対
応できるからである．開発に使用した Lotus Notesおよび Domino Server のバージョン
は R4.61 である．

図 6-4 はコミュニティ知識ベース環境において Q&A の履歴を参照する画面の例であ
る．質問者名や回答者名，Q&Aの形成日時（回答が登録された日時），Q&Aのカテゴリ，
再利用者名などの基準により履歴をソートすることが可能である．そして，履歴をダブ
ルクリックすることにより，その履歴が付加された Q&Aを参照することが可能である．

図 6.4: QA&履歴の参照画面例

図 6-5 は質問を入力する画面の例である．ここでは自分の氏名や所属，指定する回答
者名，質問内容を記入する．質問した日時は，質問が登録された時にシステムが自動的
に付与する．そして，必要事項の記入が終了し質問者が登録ボタンをクリックすると，
コミュニティ知識ベースに質問が登録されると同時に，電子メールにより指定した回答
者に質問が送付される．

図 6-6 は回答を入力する画面の例である．ここでは回答を入力するとともに，質問が
どのようなカテゴリに属するかを入力する．また，質問が適切かどうを評価し，その評
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図 6.5: 質問入力の画面例
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価情報を入力する．必要事項の入力が終了し，登録ボタンをクリックすると，元となっ
た質問の対として回答がコミュニティ知識ベースに登録される同時に，電子メールによ
り質問者に回答が送付される．

図 6.6: 回答入力の画面例

図 6-7 は Q&Aを参照し，再利用時の評価を入力する画面の例である．ここでは，参照
した人の氏名や所属を入力するとともに，参照した結果が「要求していて役に立った」
「要求していないが役に立った」「要求していたが役に立たなかった」「要求しておらず
役にも立たなかった」の四つの選択肢から評価を選択する．入力が終了し，登録ボタン
をクリックすると，コミュニティ知識ベースに登録され，参照した Q&Aにリンクが貼ら
れると同時に，参照した Q&A を形成した質問者と回答者に再利用時の評価情報が電子
メールにより送付される

6.4 まとめ
本章では，質の高い Q&A の迅速な形成と質の高い Q&Aの迅速な再利用とを統合的に

支援するにあたり，技術支援システムを対象に行った二つの調査とその結果に基づく改
善のための枠組み，およびその枠組みを実装したプロトタイプシステムの仕組みについ
て論じた．

技術支援システムを対象に行った二つの調査とは，形成時と再利用時の両時点にお
いてともに有益であると認識される Q&Aに関するものと，再利用時に迅速に有益な Q&A
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図 6.7: 再利用時の評価入力の画面例
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を獲得するための検索手法に関するものとである．形成時と再利用時の両時点において
有益であると認識される Q&Aとは，形成時に質問者から「期待以上」と認識された回答
とその元となった質問であることが観察された．また，質問の記述構造を反映したキー
ワードセットを用いた全文検索により適合率を向上させることができることが観察され
た．質の高い Q&A の迅速な形成と質の高い Q&Aの迅速な再利用とを統合的に支援する
ためには，質問形成および検索の際に質問の記述構造を意識させる必要がある．

そのための仕組みとして「コミュニティ知識ベース環境」を提案した．質問の記述構
造を意識するためには，自分の置かれている問題状況を明確化 ¢明示化するだけの知識
と能力が必要であるため，コミュニティ知識ベース環境では Q&Aの再利用から他者への
質問，そして他者への回答へと立場を変えていくことにより徐々に問題状況を明確化 ¢
明示化するための知識や能力を習得していくことを支援することについて論じた．その
ための仕組みとして，過去にどのような Q&A が誰によっていつ形成され，それが誰に
よっていつ再利用されたかという履歴をシステムエンジニアに公開し，この履歴を調べ
て自ら回答者を指定して質問を行うという方法をコミュニティ知識ベースでは取り入れ
ていることについて論じた．

次章では，本論文において提案したコミュニティ知識ベース環境の今後のソフトウェ
ア開発における有用性について，学習する組織の実現およびそのための学習環境の提供
という観点から論じる．
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第7章 考察

　本章では，今後のソフトウェア開発においては学習する組織の実現が求められている
ことについて論じるとともに，ソフトウェア開発における学習する組織の実現に 6 章で
論じたコミュニティ知識ベース環境がどのように有効であるかについて論じる．

学習する組織は Senge によって提唱された考えであり，その実現にあたっては組織の
構成員の一人一人がシステム思考を習得する必要がある [69]．Senge が提唱するこのシ
ステム思考と本論文で論じてきた問題状況を迅速かつ適切に明確化するための能力や知
識との類似性について論じる．

学習する組織の考えの中では実際にシステム思考をどのように習得していくかは論じ
られていない．システム思考は問題状況を明確化するために必要な能力や知識と類似す
ることから，本論文で提案しているコミュニティ知識ベース環境がシステムエンジニア
のシステム思考の習得に有効であり，ひいてはソフトウェア開発における学習する組織
の実現に有効であることについて論じる．

7.1 ソフトウェア開発における学習する組織の実

現の必要性
本章ではソフトウェア開発において学習する組織 [69] の実現が求められる理由につ

いて論じるとともに，学習する組織の実現に必要な条件であるシステム思考の習得と本
論文で論じてきた問題状況の迅速かつ適切な明確化のために必要な能力や知識との類似
性について論じる．

近年の情報通信技術の発達にともない，組織を取り巻く状況はめまぐるしく変化し
ている．このめまぐるしく変化する状況にすばやく対応し組織活動を維持していくため
に，「学習する組織（Learning Organization）」の実現が求められている．

従来からの組織における学習方法である OJT や研修といった教授方法は，過去のノ
ウハウや知識がそのまま現在の状況に適応できるような場合に有効である．しかし，組
織を取り巻く状況がめまぐるしく変化する現代においては不適切な学習形態である．な
ぜなら前例のない状況に対処しなければならないからである．さらに，企業のような営
利組織においては，前例のない状況に対処するだけではなく，自ら状況を変化させてい
かなければ営利活動を維持することはできない．したがって，状況を適切かつ迅速に把
握し，その対処方法や状況を変化させる方法を新たに見出せる能力や知識を，組織を構
成する個々人が学習していくことが要求される [69]．

「学習する組織（Learning Organization）」という考えを提唱した Senge によれば，
学習する組織へと組織を変革していくためには，組織のおける個々人およびチームは以
下に示す五つの基本的なスキルを習得する必要があると述べている [69]．

systems thinking: 状況を構成する様々な物事をそれぞれ関連付けて考えること．こ
うした思考法を習得することにより，最小限の努力でもっとも効果的に状況を変
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化させる方法を導き出すことが可能となる．

personal mastery: 個々人のヴィジョンを明確にし深め，何にエネルギーを注ぐべき
かを見極め，困難にぶつかった場合の冷静さや寛容さを身につけ，現実を客観的
に見る能力を習得する．こうした能力を習得するためにはまず我々の組織にとっ
て真の問題を見極め，組織における最も高い目標を達成するためにどのような
貢献ができるか，すなわち組織における自己実現の仕方を個々人が考える必要が
ある．

mental models: 我々を取り巻く状況をどのように理解し，どのような行動をおこす
かを決定する時の拠り所となる，様々な仮定や一般法則，イメージなどに深く関
係したもの．Mental model を獲得するためにはまず自己を内省する必要がある．
つまり，世界に対する内的なイメージを掘り起こし，そのイメージをしっかりと
意識し続ける必要がある．

building shared vision: 個々人が持つ共通の将来に対するイメージを見つけ出すこ
とにより，組織に服従するのではない，真の組織への参加が可能になる．

team learning: チームとしての学習の基本は対話であり，個々人の仮説を一つ一つ検
証していくだけの寛容さがチームメンバに求められる．現代の組織においては
チームが基本的な学習単位であるため，学習するチームなくして学習する組織は
ありえない．

学習する組織にとって必要な五つの条件の中でもっとも重要なスキルは systems think-
ingである [70]．なぜなら，世界を構成する物事を体系的に捉えることにより，より深く
世界を理解したmental modelsを個々人が形成することができ，それらのmental models
に基づいて個々人のヴィジョンが明確化 ¢深化され，personal mastery が可能になるか
らである．さらに，個々人の mental model と personal mastery に基づいて共通のヴィ
ジョンを見つけ出し，その過程において team learning が可能となる．

この systems thinking は組織における意思決定においても重要な役割を果たす．す
なわち，systems thinking によって mental models を形成することは，個々人の仕事に
対する要求や動機を明らかにするとともに，組織活動における意思決定に必要な適切な
状況の把握にも必要なスキルである．そして building shared vision は決定された組織
活動の目的と個々人の欲求や動機との擦り合せであり，その擦り合せの過程で必要なス
キルが team learning である．

学習する組織という考え方と従来の組織論との違いは，従来の組織論ではリーダー
シップを持った人が組織活動のヴィジョンを決定し，そのヴィジョンと個々人のヴィジョ
ンとを擦り合せるという経営者もしくは管理者の立場から意思決定を捉えていたのに対
して，学習する組織の考え方では組織を構成するメンバは個人というレベルで対等であ
り，その対等な個々人のビジョンから共通の将来像を見つけ出すという真の意味での個
人としての組織への参加という観点から意思決定を捉えていることに特徴がある.

学習する組織にとって個々人が習得すべきもっとも重要なスキルは systems thinking，
であり [69]，上述したように状況を構成する様々な物事を相互に関連付けて考えられる
能力である．これは問題状況を明確化することと同じである．本論文で論じたコミュニ
ティ知識ベース環境は，問題状況を明示化すればかならず抜け落ちてしまう部分 [76] を
極力少なくするための能力や知識の習得を支援し，実際の問題状況との乖離の少ない解
決策を構築することを支援している．問題状況の明示化により抜け落ちる部分を少なく
するためには様々な観点から問題状況を把握する必要がある [46]．すなわち問題状況を
構成する様々な物事（部分）を様々な観点から認識することで他の物事（部分）との関
係を見出し，明確化された物事（部分）とそれらの関係から解決策を構築することをコ
ミュニティ知識ベース環境は支援しているからである．
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7.2 コミュニティ知識ベース環境による学習する

組織の実現の支援
コミュニティ知識ベース環境において学習する組織の実現が支援される過程を，参加

者の学習およびアイデンティティの確立という二つの観点から論じる．
コミュニティ知識ベース環境における学習過程は図 7.1 のようになる．

図 7.1: コミュニティ知識ベース環境における学習過程

何か知りたいことがあり，その事柄について知識を持っていない人は，コミュニティ
で公開されている Q&A履歴を参照し，自分の関心のあるテーマについてコミュニティ内
で学習活動（知識の需要と供給に基づく社会的インタラクション）が行われているかど
うかを「観察」する．この段階ではまだコミュニティに参加していない状態である．

観察により自分の関心事についての学習活動がコミュニティで行われていると判断し
た場合，Q&A履歴を参照しながら必要な Q&Aを参照することを通じて必要な知識を習得
し，質問や回答の記述の方法を習得していく．この際，再利用評価を行うことによりそ
の評価が他の参加者がその Q&Aを再利用する際に役に立つかどうかを判断する基準とな
るとともに，その Q&Aを形成した質問者や回答者への評価となることから，間接的にコ
ミュニティの他の参加者と相互作用を行うこととなる．この段階は，評価を付与するこ
とによりコミュニティに貢献しているが，コミュニティにおいて形成された Q&Aを単に
参照しているだけで自ら Q&Aを形成することに関与していないため，コミュニティにお
ける位置付けは周辺的なものである．

現在蓄積されている Q&Aだけでは必要な知識や情報が獲得できなくなると，Q&Aの再
利用を通じて習得してきた知識や質問の記述の仕方に基づいて実際に他者へ質問を行う
こととなる．これにより必要な知識や情報が他者からの回答として獲得できるとともに，
コミュニティに蓄積される Q&Aを増加させることに直接貢献することとなる．また，形
成した Q&Aが他者に再利用され評価がフィードバックされることにより，コミュニティ
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におけるアイデンティティ，すなわち誰がどのようなことに関心がありどのくらいの能
力や知識を持っているか，が認識される．この段階ではコミュニティに蓄積される Q&A

を増加させ，他者がより多くの Q&Aを再利用できることに貢献しているが，直接他者の
学習を支援しているわけではないため，コミュニティにおける位置付けは再利用の場合
よりもやや中心に移動していると考えられる．

Q&Aの再利用や他者への質問を通じて問題状況を迅速かつ適切に明確化する能力や知
識を習得していくと，その能力や知識の深化が他の参加者から認識されるようになり，
回答依頼がなされる．回答を行うためには他者の置かれている問題状況を客観的に理解
し，他者が問題解決を行うために有益な知識や情報を提供しなければならない．逆にい
えば，回答者として指定されるということはそれだけの能力や知識を自分が持っている
ことを他者が認識しているということであり，コミュニティにおけるアイデンティティ
の認識につながる．この段階はコミュニティに蓄積される Q&Aを増加させることにより
他者がより多くの Q&Aを再利用できることに貢献しているとともに，直接他者の学習を
支援しているため，コミュニティにおける中心的な位置付けにある．

以上のような学習過程を経ることにより，問題状況を迅速かつ適切に明確化するため
の能力や知識，すなわちシステム思考を習得することが支援される．

一方，上述した学習過程を主体的に実行するためには，コミュニティから参加者へ
の動機付けがなされる必要がある．学習する組織においては，personal mastery におい
て組織における自己実現，すなわち組織の真の目標の実現において自分がどのような貢
献ができるかを考える必要が論じられている [70]．この組織における自己実現こそが組
織活動に参加する動機付けと考えられる．コミュニティ知識ベース環境における動機付
けはコミュニティにおけるアイデンティティの確立である．コミュニティにおけるアイ
デンティティとは，コミュニティにおいて共有された関心に基づいて他者との Q&Aのや
り取りや再利用を行うことを通じて，お互いがどのようなことに関心がありどのくらい
の能力や知識を持っているかを認識し合うことである．このような認識の度合いが高い
ほどアイデンティティは高く，したがってコミュニティへの貢献度も高い．このような
Q&Aに基づく学習によりコミュニティにおけるアイデンティティを確立していく過程は
図 7.2 のようになる．

習得期: 観察を経て，Q&Aの再利用を始めた時期であり，Q&A履歴が他者に参照されて
も自分がどのような知識や情報に関心があるかを認識してもらうにとどまり，自
分がどれだけの能力や知識を持っているかまでははっきりと認識してもらえない
ため，コミュニティにおけるアイデンティティがほとんど確立されていない時期
である．

アイデンティティ確立期: 質問や再利用を繰り返すことでコミュニティからアイデンティ
ティを徐々に認識してもらう時期．アイデンティが認識されると，質問や再利用
によりある分野に関する知識を習得している程度が推測されるため，その程度に
応じて質問を受ける機会も増えてくる．最終的には，ある分野に関する第一人者
となり，コミュニティの中で絶対的なアイデンティティを確立する．

アイデンティティ喪失期: 同じ分野に関して知識の習得を行ってきた人のアイデンティ
ティが確立されることにより，相対的にアイデンティティが失われる時期．

高度習得期: 自己のアイデンティティが失われるのを防ぐために，それまでの知識に加
え，異なる分野に関する知識を習得し，複合的なより高度な知識を習得していく
時期．他分野の知識を習得し直すため，最初はアイデンティティがさらに失われ
るが，複合的な知識がある程度習得されると，二つの分野においてアイデンティ
ティが認識されるようになるため，アイデンティティは徐々に回復していく．

アイデンティティ回復期: 複数の分野の知識を習得し，複合的な知識を習得していくと，
複数分野にまたがる複雑な質問に回答できるようになる．複数分野の知識を習得
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図 7.2: コミュニティ知識ベース環境におけるアイデンティティ確立の過程

することは困難であるため，最初に確立したアイデンティティ以上に高いアイデ
ンティティが確立される．

このような過程の繰り返しを通じて，コミュニティにおいてアイデンティティを確立
していく．また，その過程において他者に回答という形で知識を提供することにより，
他者のスキルが伸びるため，自分がアイデンティティを確立していったのと同様に他者
のアイデンティティの確立を助ける．すなわち，個々人が他者とのインタラクションを
通じた学習によりアイデンティティを確立していく過程が他者のアイデンティティの確
立をも促すため，コミュニティの形成につながる．

7.3 今後の課題
コミュニティ知識ベース環境では，（１）電子メールによるシステムエンジニア間で

Q&Aのやり取りを行うこと，（２）質問者が回答者を指定すること，（３）Q&Aとその履歴
をコミュニティに公開すること，の三つを前提条件としている．このため，実際のソフ
トウェア開発において生じた問題をシステムエンジニアが解決するために必要となる知
識や情報を提供する枠組みとしては以下のような問題を解決する必要がある．まず，（１）
の前提により，質問した人はいつ回答が得られるか分からないという問題が生じる．こ
れはコミュニティに参加する人は実務の範囲外において，あくまでもコミュニティの活
動に関心を持った人々が参加するためである．すなわち，指定された回答者がいつまで
に回答を行わなければいけないのかという強制力がない．この問題を解決するためには，
回答が形成される迅速性を回答者の評価としてフィードバックすることが有効であると
考える．例えば，質問を受けてから相手に回答を送付するまでの期間に応じてポイント
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を回答者に与え，累積したポイントをコミュニティに公開するといった仕組みを導入す
ることにより解決することが可能である．

（２）の前提により，一人に質問が集中する可能性があるという問題が生じる．この
問題を解決するためには，質問が集中した人と同じような知識領域に関心がある人々に，
それぞれの知的スキルの向上を考慮して，質問を振り分けるような仕組みを導入するこ
とにより，コミュニティ全体の能力の向上を図りつつ，問題を解決することが可能とな
る．（３）の前提により，蓄積される Q&A やその履歴が増加した場合にどのようにそれ
らの情報を参加者に見せることにより参加者が必要な情報を迅速に獲得することを支援
するかが問題となる．コミュニティの個々の参加者の関心を可視化する技術 [51] などを
取り入れ，学習過程の遷移やアイデンティティの確立度合いなどを可視化することによ
り，このような問題を解決することが可能である．

7.4 まとめ
本章では，今後のソフトウェア開発においては学習する組織の実現が求められること

について論じるとともに，本論文で提案したコミュニティ知識ベース環境が学習する組
織の実現に有効であること，および本研究の課題について論じた．

ソフトウェア開発に要求される知識や情報はますます多様化 ¢複雑化してきており，
従来のように OJT や研修といった過去の事例に学ぶという教育方法では組織活動の存
続 ¢発展は望めないことについて論じた．このような状況に対処するためには，組織に
属する個々人が周囲の状況を迅速かつ適切に把握し，その状況を自分や組織の目的に合
わせて変化させていく方法を学習していくような組織が必要であることについて論じた．
このような学習する組織の実現において最も重要な能力がシステム思考であり，これは
本論文で論じてきた問題状況を迅速かつ適切に明確化するための能力と知識であること
について論じた．

このような類似性があることから，学習する組織の実現における本論文で提案したコ
ミュニティ知識ベース環境の有効性ついて，コミュニティ知識ベース環境における学習
過程およびアイデンティティ確立過程という二つの観点から論じた．コミュニティ知識
ベース環境における学習過程では，コミュニティ活動の観察を通じた関心の共有，Q&A

の再利用を通じた学習と間接的な他者との相互作用，他者への質問を通じた Q&Aの形成
とそれによるアイデンティティの認識，そして他者への回答による直接的な他者の学習
支援とそれによるアイデンティティの認識というようにコミュニティにおける立場を変
えながらより深くコミュニティに貢献していくことにより，問題状況を迅速かつ適切に
明確化する能力と知識を習得することが支援されていることについて論じた．アイデン
ティティ確立過程に関しては，個々人の能力や知識のレベルに応じてアイデンティティ
の確立がなされていくことについて論じた．

コミュニティ知識ベース環境では，（１）電子メールによるシステムエンジニア間で
Q&Aのやり取りを行うことにより回答が迅速に獲得できることが保証されないこと，（２）
質問者が回答者を指定することにより一人に質問が集中する可能性が高いこと，（３）Q&A

とその履歴をコミュニティに公開することにより必要な情報を見つけ出すことが困難に
なること，といった問題が生じることについて論じた．それぞれの問題は（１）回答者
へのインセンティブを検討すること，（２）能力や知識のレベルに応じた質問の振り分け，
（３）情報の可視化技術の導入，により解決することが可能であることについて論じた．

次章では，実際のソフトウェア開発において問題解決のノウハウや経験を収集し蓄積
¢共有することの困難さについて論じるとともに，本研究の意義について論じる．
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第8章 結論

　本論文ではシステムエンジニアの問題解決に必要な知識や情報の迅速な提供を行うた
めの方法として，回答作業を専門化しコンピュータ上の問題状況をそのまま添付可能な
電子メールを用いることによる Q&A方式に基づく枠組みを提案し，株式会社エヌ ¢ティ
¢ティ ¢データにおける実例に基づく本枠組みの効果検証について論じるとともに，検証
結果に基づく本枠組みの改善のためのプロトタイプシステムである「コミュニティ知識
ベース環境」の仕組みについても論じた．そして，このような改善を含めた本枠組みの
有効性について，関連研究および今後のソフトウェア開発に求められる「学習する組織」
の実現という観点から論じた．

本研究の背景として，ソフトウェア開発に要求される知識や情報が本来的に膨大なも
のであるとともに，近年の情報通信技術の発達や開発形態の変化などによりますます増
加しづつけており，こうした傾向によりソフトウェア開発の質や効率が低下することに
ついて論じた．

本研究はシステムエンジニアの問題解決に必要となる知識や情報を Q&A を通じて効
率的に提供するアプローチを提案することにより，ソフトウェア開発の質や効率を向上
させることを目的とすることについて論じた．そして，ソフトウェア開発に必要とされ
る知識や情報に着目した関連研究として，

(a) ソフトウェア開発に必要となる知識や情報に対するニーズを削減する

(b) ソフトウェア開発において生成される知識や情報をより多く明示化し記録する

(c) ソフトウェア開発において生成された知識や情報を蓄積し効率的に再利用する

(d) システムエンジニア間のコミュニケーションを支援する

という四つのアプローチに基づいてソフトウェア開発の質と効率を向上させることを目
的とした研究についてその概要を説明し，それぞれの研究の欠点を本論文で提案した枠
組みにより補うことが可能であることについて論じた．

現状のソフトウェア開発では，個々のシステムエンジニアは必要な知識や情報を獲得
するために他のシステムエンジニアに対面で質問する場合が多く，これにより以下の三
つの弊害が生じることについて論じた.

第一の弊害: 他のシステムエンジニアに直接質問することにより質問された側の作業は
強制的に中断されるために生じる質問された側の作業効率の低下

第二の弊害: 他のシステムエンジニアに直接質問するためには必要な情報を持っていそ
うな人を見つけ出すというオーバーヘッドが増大することによる質問する側自身
の作業効率の低下

第三の弊害: 対面等で質問と回答がやり取りされてもそうした知識が記録されないため
に同じような質問と回答が他のシステムエンジニア間で繰り返されることによる
組織全体におけるコミュニケーション効率の低下
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一方で，他者への質問には問題状況の迅速かつ適切な明確化における以下の三つの効
果があることについて論じた．

第一の効果: 問題状況に即した知識や情報を迅速に獲得できること

第二の効果: 他者の異なる観点を含む回答を獲得することにより問題状況を再認識でき
ること

第三の効果: 問題状況を質問として表現することにより問題状況を再認識できること

そこで，本研究では，他者への質問による三つの弊害を回避しつつ，こうした三つの
効果を高めるための枠組みとして，電子メールの利用と回答作業の専門化とを相互補完
的に組み合わせるアプローチを提案した．そして，この枠組みにより前述した三つの効
果が高められるとともに，

第四の効果: Q&A の再利用性改善による組織全体のコミュニケーション効率の向上

という第四の効果が期待できることについて論じた．
本枠組みによる四つの効果を検証するにあたり，株式会社エヌ ¢ティ ¢ティ ¢データ

で開発 ¢運用している技術支援システムを対象に行った調査について論じた．その結果，
四つの効果はいずれも検証されたこと，および，これらの効果をさらに高めるためには
本研究において明らかにした質問の記述構造を Q&Aを形成する場合，すなわち他者へ質
問する場合にも，再利用する場合，すなわちデータベースを検索する場合にも，意識す
ることを支援する必要があることについて論じた．

このような検証結果に基づいて本枠組みを Q&A の形成と再利用の統合的支援という
観点から改善するために二つの調査を行った結果，質問を行う場合にも検索を行う場合
にも質問の記述構造を意識する必要があるということが判明したことについて論じた．
そして，それを支援するためのプロトタイプシステムである「コミュニティ知識ベース
環境」の枠組みについて論じた．

また，今後のソフトウェア開発において学習する組織の実現が求められていることに
ついて論じるとともに，「コミュニティ知識ベース環境」がネットワーク上での Q&Aを通
じた学習するコミュニティ形成を支援していることにより，システムエンジニアの学習
する組織の実現に有効であることについて論じた．

本研究は Q&Aを用いてソフトウェア開発において生じた実際の問題解決の経験やノ
ウハウを収集し再利用することによりソフトウェア開発の質や効率を高めることを目的
としている．本論文で紹介した株式会社エヌ ¢ティ ¢ティ ¢データで開発 ¢運用している
技術支援システムでは個々のプロセスにおける個々のシステムエンジニアが行った問題
解決の経験やノウハウの事例として Q&Aが蓄積されている．いわばボトムアップで経験
やノウハウといった実践的な知識を収集し再利用を促進する試みである．

現在の知識管理の主流はCKO(Cheef Knowledge O±cer) など知識管理を専門に行う
役職を設置し，その役職の人が収集し管理する知識を決定して現場から知識を収集して
くるというトップダウン型の方法である．この方法では効率的に知識を収集し管理する
ことができる．しかし，ソフトウェア開発のように用いられる技術が常に変化するとと
もに開発手法や開発形態が絶えず見直されている産業においては，よほど先見性のある
知識管理の責任者でなければこのようなトップダウン型の知識管理では対応することは
困難である．

また，トップダウン型の知識管理方法では実際の問題解決に有益な知識を収集するこ
とは困難である．問題解決に有益な知識とは類似した問題状況における多数の失敗事例
である．いくら優れた解決策があっても問題状況が少しでも違えば同じような成功が期
待できない．一方，類似した問題状況における様々な失敗事例を見ることにより，失敗
しそうな選択肢をつぶしていくことができ，結果的により有効な問題解決が行える．し
かし，このような現場の失敗事例が組織の上部に上げられることは期待できない．自分
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を評価する権限を持っている人に自分の評価にマイナスとなる情報を提供する人はいな
いからである．

本研究でのアプローチのように個々のシステムエンジニアが抱える問題解決を支援し
ながらボトムアップ的にソフトウェア開発における個別の知識を収集し管理することは，
このような変化の激しい産業では有効な知識管理の方法である．また，現場の個々の問
題解決の失敗事例をトラブルシューティングという形で集めることができ，人名等を隠
蔽することでその人の評価に響かないようにそうした失敗事例を共有し再利用すること
も可能である．さらに，このような個別の知識を収集し，再利用の少ないものは削除し
ていくことにより，より大きな単位でのソフトウェア開発における問題に対処できる解
決策としてまとめあげていくことにより，一人の人が意思決定をする従来のトップダウ
ン型の知識管理とは違い，リスクの少ないトップダウン型の知識管理も可能になる．

本研究に基づき，ソフトウェア開発におけるより広範囲な知識や情報を収集する仕組
みの導入も進められている．技術支援システムの改善のためのフレームワークであるコ
ミュニティ知識ベース環境では，形成した Q&Aに対する他者の評価をその Q&Aを形成し
た質問者や回答者にフィードバックすることにより，より適切な質問や回答が形成でき
ることについて論じた. このような仕組みは，現在，株式会社エヌ ¢ティ ¢ティ ¢データ
における組織活動において生成されたあらゆる知識や情報を収集し共有するシステムに
取り入れられている. イントラネット上に全社員が参照可能な Web ページを設置し，そ
こに自分の形成した電子ドキュメント等を登録してもらう. そして，登録 1 件あたりに
つき 1 ポイントが付加され，参照されるたびに 3 ポイントが付加される. そして，トー
タルのポイントで誰がもっとも情報提供を行っているか，またそれが再利用されている
かを順位付けし，Web ページ上で公開される. このような仕組みが及ぼす形成される知
識や情報の質的な効果に関してはまだ検証が行われていない. しかし，それまで一人の
人に閉じていた，もしくはその人の属する小さなプロジェクト内に閉じて共有されてい
た知識や情報が，企業全体の知識や情報として共有することが可能になったこと，およ
びそれまで個人を中心とした狭い範囲に閉じていた知識や情報が企業全体としても参照
される価値があるということを個人個人が認識することが可能となり，登録される件数
が増加してきていることなど，企業における情報共有に与える効果は大きいと考える.
しかし，共有される知識や情報がどのような問題状況において形成されたのかを知るこ
とは困難であり，今後は Q&Aのようにそれが形成された問題状況とその解決策の事例と
して知識や情報を蓄積し共有できる仕組みを検討していく必要がある．

本研究の社会的意義は次のとおりである．従来のソフトウェア開発の支援に関する研
究は技術駆動型であった．ワークステーションやパーソナルコンピュータの性能向上と
普及に伴う CASE(Computer Aided Software Engineering) ツールやグループウェアな
どが大量に導入され，技術の急速な進歩に伴い導入されるツールも日々刻々と変化して
きた．生産性は向上してきているのかもしれないが，その結果はシステムエンジニアの
平均寿命はあらゆる職種の中で最も低いものの一つといわれるに至る．

本研究はソフトウェア工学的な観点から現状のソフトウェア開発における課題につい
て考察し，その課題の原因に関して，個々のシステムエンジニアが他のシステムエンジ
ニアを助けることにより自らの首を絞めないように，また組織全体の効率を低下させる
ことがないように，人と人との質問と回答のやり取りにどのような効果があるか，どの
ような技術を用いればよいかを認知科学的な観点から考察したことに意義がある．この
ようにコンピュータツールを利用する人の観点からその効果を明確にしているため，利
用する人の観点からコンピュータツールを評価することが可能となり，より人に優しい
コンピュータツールへの改善が可能になる．

このような可能性はソフトウェア開発に携わるシステムエンジニアだけのものでは
ない．システムエンジニアが構築したシステムを利用するユーザに対する可能性でもあ
る．単にユーザの望む要求を正確にシステムとして実現するのではなく，そのシステム
を利用するユーザにとって本当に優しいシステムなのかどうかを検討した上でユーザの
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要求を実現することが真にユーザ満足度の高いソフトウェア開発であると考える．その
ようなソフトウェア開発を行うためにも，本研究のように認知科学的な観点からシステ
ムの利便性を検討していくことは有意義である．

今後ますますコンピュータシステムは社会に普及していく．そうした中で人に優し
いコンピュータシステムを構築していくことはソフトウェア開発に携わるシステムエン
ジニアや企業の責任である．また，人に優しいコンピュータシステムを要求することは
ユーザの権利である．このような人に優しいコンピュータ社会を築き上げていくための
枠組みとして本研究のような視点は重要であると考える．

一方で，本研究はコンピュータシステムの可能性を示唆するものでもある．5.6.1 節
で論じたように，人がデータベースを検索する場合，得られた検索結果が検索条件を入
力した時に意図していたものでなくても，それが偶然役に立つと認識される確率は非常
に高い．人間対人間の場合，このように相手は意図していないが相手の潜在的な問題に
とって有益である情報を提供することは大変な労力を要する．なぜなら，人間同士では
相手の持っている暗黙知を共有することができ，より正確に相手の置かれている状況を
共有することが可能だからである．このため質問された側は自分の持っている膨大な知
識や情報から相手の置かれている状況に即したものだけを選択して迅速に提供すること
が可能となる．しかし，まったく相手が意図していない有益な知識や情報を提供するこ
とは困難である．逆にコンピュータシステムは入力された検索条件をあるアルゴリズム
にしたがって計算し，該当する情報だけをユーザに検索結果として提示しており，ユー
ザの置かれている状況やユーザが抱えている問題を考慮しているわけではない．このこ
とにより，偶発的に有益な情報を得ることのできる可能性が生じる．このような偶発的
に獲得できた情報は人間の創造性を高めるために有効であると考えられ，本研究はコン
ピュータシステムのこうした不器用さを利用することにより人のより創造的な活動の支
援が可能となることを示していると言える．
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